
  2025 年度 研究機構所属教職員ガイダンス 

 

対象 

特別招聘研究教員、招聘研究教員、研究教員、客員研究教員、専門研究員、研究員 

 

 

資料・ガイダンス動画（概要） 

１．研究機構所属教職員の概要について（研究部） 

資料１ 雇用に係る全般的な説明について 

資料２ 安全保障輸出管理 

 

２．専門業務型裁量労働制実施に伴う具体的実務について（研究部 / 人事部） 

資料３ 研究に従事する専門業務型裁量労働制適用者の勤務管理について  

資料４ 専門業務型裁量労働制に関する労使協定書 

資料５ 専門業務型裁量労働制における勤務手続きのフロー及び様式集 

 

３．公的研究費ガイドライン改正に基づくコンプライアンス研修について（研究部）※ 

資料６ 公的研究費に係るコンプライアンス教育の受講および誓約書の提出について 

＊各自で別紙資料６をご確認いただき、受講および誓約書をご提出ください 

 

４．研究倫理研修について（研究部）※ 

資料７ 研究倫理研修の受講と修了証書の提出について 

＊各自で別紙資料７をご確認いただき、受講および修了証書をご提出ください 

 

５．ハラスメント防止について（立命館大学・立命館附属校ハラスメント防止委員会） 

資料８ ハラスメントのない立命館大学・立命館附属校をめざして 

 

６．科学研究費助成事業（科研費）について(研究部) 

  資料９ 研究部における科研費申請支援について 

 

 

 

 

研究部ホームページ http://www.ritsumei.ac.jp/research/member/ 
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7．その他（配布冊子 3 点）※日常的にお手元に置いてご活用ください。 

（１）「研究費執行ガイドブック」 

https://www.ritsumei.ac.jp/research/member/research_expenses/09.html/ 

（２）「研究倫理ハンドブック」 

https://www.ritsumei.ac.jp/research/member/study_ethic/se01.html/ 

（３）BCM（研究予算管理システム）操作マニュアル 

研究費執行ガイドブックとセットで、ご確認ください。 

https://www.ritsumei.ac.jp/research/member/research_expenses/09.html/ 

 

※ご不明点、ご質問等は、以下の連絡先までお問い合わせください。 

【衣笠キャンパス】 

●衣笠総合研究機構 

衣笠リサーチオフィス  堀 ・ 人見 ・ 小野口 ・ 武田  （修学館 2F） 

（内線 511-2394 Email: k-kikou@st.ritsumei.ac.jp）  

 

●立命館グローバル・イノベーション研究機構／立命館アジア・日本研究機構 

衣笠リサーチオフィス  関口 ・ 人見 ・ 小野口 ・ 武田  （修学館 2F） 

（内線 511-2402 Email: aseki-a@st.ritsumei.ac.jp ） 

 

【びわこ・くさつキャンパス】 

●総合科学技術研究機構 

BKC リサーチオフィス   瀧 ・ 石 川 ・ 尾 崎  （防災システムリサーチセンター3F） 

（内線 515-6024 Email: b-adopt@st.ritsumei.ac.jp） 

 

●立命館グローバル・イノベーション研究機構／立命館アジア・日本研究機構 

BKC リサーチオフィス   塚 田 ・ 尾 崎  （防災システムリサーチセンター3F） 

（内線 515-6537 Email: b-accept@st.ritsumei.ac.jp） 

 

●BKC 社系研究機構 

BKC リサーチオフィス  齋 藤 ・ 尾 崎  （アクロスウイング 5F） 

（内線 515-2503 Email：across@st.ritsumei.ac.jp） 

 

【大阪いばらきキャンパス】 

●ＯＩＣ総合研究機構／立命館グローバル・イノベーション研究機構／立命館アジア・日本研究機構 

OIC リサーチオフィス  岡 本 ・ 淺 野  （A 棟 8F） 

（内線 513-3505 Email: oicjinji@st.ritsumei.ac.jp） 
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雇用に係る全般的な説明について 

 

１．はじめに 

① 雇用種別について 

職種 研究系教員 研究職員 

雇用種別 
特別招聘 

研究教員 
招聘研究教員 研究教員 客員研究教員 専門研究員 研究員 

職位 教授・准教授 教授・准教授・助教 専門研究員 研究員 

対外的呼称 
教授 

准教授 

客員教授 

客員准教授 

教授 

准教授 

助教 

客員教授 

客員准教授 

客員助教 

専門研究員

研究員 

ﾁｪｱﾌﾟﾛﾌｪｯｻｰ（*1） 
ﾎﾟｽﾄﾄﾞｸﾄﾗﾙ

ﾌｪﾛｰ（*2）

雇用契約形態 本務 兼務 本務 兼務 本務 本務 
*1 奨学寄附金を原資とする寄附研究に従事する研究教員・客員研究教員のうち、教授または准教授の職

位にある者は、「チェアプロフェッサー」と称することができます。 
*2 専門研究員のうち、雇用初年度の 4 月 1 日現在満 35 歳未満の者は「ポストドクトラルフェロー」と

称することができます。 

 

② 要件 

研
究
系
教
員 

特別招聘研究教員 
本大学の研究高度化のために特別に招聘する者であって、国内外を

問わず特に優れた研究実績等を有し、本大学を本務とする者。 

招聘研究教員 
本大学の研究高度化のために特別に招聘する者であって、国内外を

問わず優れた研究実績等を有し、本大学を兼務とする者。 

研究教員 

特定の研究プロジェクト、共同研究、受託研究等に従事する者であ

って、国内外を問わず優れた研究実績等を有し、学外資金また 

は本大学研究予算によって雇用し、本大学を本務とする者。 

客員研究教員 

特定の研究プロジェクト、共同研究、受託研究等に従事する者であ

って、国内外を問わず優れた研究実績等を有し、学外資金また 

は本大学研究予算によって雇用し、本大学を兼務とする者。 

研
究
職
員 

専門研究員 
各研究機構における研究活動に従事する者。雇用初年度の雇用開始

時において博士の学位を取得しており、本大学を本務とする者。 

研究員 

各研究機構における研究活動に従事する者。高度な専門知識を有し、

博士号未取得者であるが博士学位と同等の能力を有し、本大学を本

務とする者。 

 

③ 業務内容について 

特定の研究プロジェクトを原資に雇用される場合は、当該研究プロジェクトに関わる

研究活動に従事することになります。特定の研究プロジェクトによる雇用ではない場合、

雇用時に認められた研究課題にそって、研究活動に従事していただきます。 

いずれの場合も、本大学の研究機構長もしくは受入教員の指示に基づいて研究遂行業

務に従事していただくことが必要です。 

 

 

資料 1
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２. 雇用期間について 

従事していただくプロジェクト期間が継続する限りにおいては、雇用期間は 1 年以内

の年度単位とした上で、原則として 4 回を上限として契約を更新することができます。

雇用契約の更新回数については、当該研究プロジェクトの期間および要項等の定めによ

るため、必要に応じて受入教員もしくはリサーチオフィスに確認を行なってください。 

 

３. 所属機関について 

研究領域や配属される研究プロジェクトにより、下記のいずれかの研究機構に所属し

ます。所属する研究機構名は、契約書に明記しています。 

   ・立命館グローバル・イノベーション研究機構（R-GIRO） 

   ・立命館アジア・日本研究機構 

   ・衣笠総合研究機構 

   ・BKC 社系研究機構 

   ・総合科学技術研究機構 

 ・OIC 総合研究機構 

 

４. 給与および手当等について 

給与額については、雇用契約書をご確認ください。雇用開始および終了は、月初およ

び月末を原則としていますが、やむをえない事情（外国籍の方の在留資格手続き等）に

より、雇用開始および終了が月途中となる場合は、本大学の規程にもとづき、当該月の

給与額を日割り計算します。 

昇給は行いません。また、諸手当については、契約書に記載されたもののみ支給しま

す。 

本大学が本務機関となる特別招聘研究教員、研究教員、専門研究員、研究員について

は、原則として「日本私立学校振興・共済事業団」による「私学共済制度」に加入し、

また、雇用保険にも加入していただきます。なお、「私学共済制度」および、雇用保険へ

加入する場合は、その旨契約書に記載しています。 

今年度初めて本大学と本務の雇用契約を締結される方は、下記「人事 WEB」より必

要なお手続きをお願いいたします。「私学共済制度」ならびに雇用保険への加入に伴う各

種本人負担額は、給与より控除されます。 

【人事 WEB】https://www.ritsumei.ac.jp/staff-all/unitas/hrweb/ 

 

５. 専門業務型裁量労働制について 

本大学は専門業務型裁量労働制を導入しています。 

【資料 3】をご参照のうえ、適切な研究活動の実施をお願いいたします。 

 

６. 出張手続きについて 

◆【（本務）特別招聘研究教員・研究教員・専門研究員・研究員】 

研究予算管理システム（BCM）操作マニュアル（研究者用 かんたんガイド）の「第 3

章旅費編」に沿って、出張申請及び出張報告をおこないます。 
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研究費を使用して国内出張・国外出張を申請・報告する手続きについて記載しています。

詳細は下記よりご参照ください。

https://www.ritsumei.ac.jp/research/member/file/research_expenses/quickguide_chapter

3.pdf 

 

◆【（兼務）招聘研究教員・客員研究教員】 

兼務系の雇用職種の方が出張する場合は、研究予算管理システム（BCM）を使用せずに、

所定の「立命館大学旅費計算書」【研究部様式 2-2】による事前申請が必要です。出張用務

および日程が決まり次第、速やかに受入教員の許可を得て申請書をリサーチオフィスへ提

出し、出張を行ってください。 

また、出張終了後に所定の「国内/国外出張報告（精算）書」と出張の事実を証する書類

（学会参加証の写し、当日配布された学会プログラム、参加費領収書、訪問先で利用した

経費の領収書等）の提出が必要です。詳細は下記、研究費執行ガイドブックの「第 4 章旅

費」にてご確認ください。 

https://www.ritsumei.ac.jp/research/member/research_expenses/09.html/ 

 

７. 年次有給休暇の取得について 

年次有給休暇を取得することが出来ます。年次有給休暇の日数は、学校法人立命館教

職員休暇規程をご参照ください。年次有給休暇の取得にあたっては、受入教員と事前相

談を行ってください。また、特別休暇等の取扱いについても学校法人立命館教職員休暇

規程をご参照ください。 

 

８. 休日の振替について 

休日に勤務した場合は、健康管理上必ず法定休日となる1週1休は取得してください。

振替休日の取得期限は原則、当該日の前後 2 週間以内とし、それが困難な場合は最大、

当該日の前後 1 ヶ月以内とします。 

 

９．退職について 

契約期間途中において自己都合により退職しなければならない場合、病気等のやむを

得ない事情があるときを除き、研究系教員は退職予定日の 60 日前までに退職願を提出し

なければなりません。また研究職員は退職予定日の少なくとも 14 日前までに研究機構長

を経て理事長へ退職願を提出する必要があります。 

 

１０. 研究費の適正執行について 

本大学所管の各種研究予算を執行される場合は、所定の手続きが必要です。「研究教員

研究費執行ガイドブック」に定める方法により手続きを行ってください。 

なお、雇用原資および研究費の配分元機関とのかかわりで、研究費執行に個別の基準

が設定されている場合があります。詳しくは各リサーチオフィスまでご相談ください。 
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１１．府省共通研究開発管理システム（e-Rad）への登録について 

府省共通研究開発管理システム（e-Rad）（以下、「e-Rad」）とは、競争的研究資金を

所管する 8 府省（内閣府・総務省・文部科学省・厚生労働省・農林水産省・経済産業省・

国土交通省・環境省）が導入したシステムです。 

科学研究費補助金を含む国の競争的資金の申請を行う研究者は、所属機関から e-Rad

の登録を行う必要があります。本学での e-Rad 登録が間に合わない場合、本学から科研

費等競争的資金に申請することは認められません。 

e-Rad への登録には、所定の「e-Rad 登録依頼書」をリサーチオフィスに提出するこ

とが必要です。詳細は下記の研究部 HP をご確認ください。 

※研究部 HP へのアクセスには、RAINBOW ID が必要です。 

 

e-Rad 登録 URL： 
http://www.ritsumei.ac.jp/research/member/research_grant/rg06.html/  
 

立命館大学ホームページ TOP からのアクセス 

TOP ページ上段「研究・産学官連携」タブ 

    
学内研究支援情報（研究部） ※ページ最下部 

    
「研究助成（研究部ホームページ）」 

    
e-Rad（府省共通研究管理システム）に関して 

 

 

 

１２．研究活動報告書の提出について 

◆【対象：研究教員・客員研究教員・専門研究員・研究員】 

契約終了、更新時（１年ごと）および退職時には、所定の研究活動報告書にて、研究

成果や退職後の進路等について必ず報告を行ってください。研究活動報告書の提出期限

は原則として契約終了（更新）日までとしていますが、次年度契約更新を予定する方に

おいては審査の都合で、終了日以前に提出をお願いする場合があります。予めご了承く

ださい。 

 

１３．特別永住者を除く外国籍の方の就労にあたって 

特別永住者を除く外国籍の方は、勤務するにあたり、日本国で就労可能な在留資格を

保有していることが原則となります。雇用手続きにあたり、在留資格やパスポート等の

確認を行いますが、雇用期間中においても在留資格の失効等の事態が発生しないよう、

お早めのお手続きをお願いいたします。 

なお、雇用期間中に在留資格が失効してしまった場合、勤務ならびに給与支払いが行

えないだけでなく、不法就労として強制送還されることとなります。在留資格等に関す

る詳細な手続きは各自、入国管理局にてご確認ください。 
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１４．ハラスメント防止のために 

本学は、全ての学生・教職員が個人として尊重され、いきいきと学び、教育・研究を

行うため、安全で快適に活動できるコミュニティづくりを行うことを重視しています。

このため、本学では、2007 年 7 月に「ハラスメント（※）防止のためのガイドライン」

を制定し、人権尊重の立場から「いかなるハラスメントも容認しない」取り組みを進め

ています。 

ハラスメントを防止する取り組み、またハラスメントに関する相談等に関しては、【資

料 8】をご確認ください。 

（※ハラスメント：本学では、「教職員が他の教職員、学生もしくは関係者に不利益や不

快を与える人権侵害の言動」または「学生もしくは関係者が、学生もしくは教職員に不

利益や不快を与える人権侵害の言動」と定義しています。） 

 

１５．本務・研究系教職員の兼業について 

◆【対象：（本務）特別招聘研究教員・研究教員・専門研究員・研究員】 

兼業を希望する者は、受入教員とご相談の上、研究機構長に申請し、研究機構運営委

員会(月１回)にて承認を得る必要があります。ただし、従事する業務によっては、専念

義務があり兼業ができない場合もありますので、リサーチオフィスへご確認ください。

事後申請は認められませんので、必ず兼業を行う前に手続きをお願いします。 

兼業の上限は以下の定めに基づきます。（通年平均 1 週 8 時間以内、非常勤講師通年 1

コマは 2 時間相当に換算。） 

 

特別招聘研究教員・研究教員・専門研究員・研究員対象 

(学校法人立命館教職員兼業規程抜粋) 

 

第4条 兼業を希望する者は、所属長に申請し、本法人および所属機関の承認を得なければならな

い。 

2 前項にかかわらず、次の各号に該当する場合は所属機関の承認によって法人の承認に代えるこ

とができる。 

(1) 次の要件のいずれにも該当する兼業をおこなう場合 

イ 本法人の知見または資産を活用することがない兼業 

ロ 本法人以外に、二重に雇用されない兼業 

ハ 休業、休職または欠勤中でない者の兼業 

(2)立命館大学に所属する大学教員等が次の兼業をおこなう場合 

イ 他大学非常勤講師応嘱。ただし、立命館大学嘱託講師および立命館大学専任講師が行う場合

は、職務に支障のない範囲で、年度を通じて1週あたり平均3授業時間を上限とする。 

ロ 国・地方公共団体の委員応嘱 

ハ 非営利団体の役員就任 

ニ 弁護士、公認会計士、医師、薬剤師の兼業 

(3)立命館アジア太平洋大学に所属する大学教員等が次の兼業をおこなう場合 

イ 他大学非常勤講師応嘱 

ロ 国・地方公共団体の委員応嘱 

ハ 非営利団体の役員就任 
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3 第1 項にかかわらず、立命館大学に所属する教職員が、次の各号のいずれかに該当する場合は、

所属機関の承認のうえ、立命館大学利益相反規程に定める立命館大学利益相反委員会（以下、「利

益相反委員会」という。）の承認によって本法人の承認に代えることができる。 

(1) 営利企業の取締役、監査役、顧問の就任 

(2) 研究成果または研究を通じた専門的知見を活用した企業の役員、技術アドバイザー、従業員

等の就任 

(3) その他本法人が利益相反委員会における審査を要請するもの 

 

（兼業の時間制限） 

第６条 兼業に従事する時間は、本法人における職務遂行に支障がないことを原則として、年度

を通じて一週あたり８時間を超えてはならない。 

（承認する期間） 

第７条 兼業の承認期間は、申請年度内とする。ただし、年度を超えることが明らかな場合は、

申請年度を超えることができる。 

２ 前項の規定は、承認の更新を妨げるものではない。 
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１６. その他 

① 租税条約の適用について 

外国人および外国に居住されている方は、租税条約の適用により免税特例措置を受け

られる可能性があります。日本と租税条約を締結している国によって適用条件や適用期

間等が異なります。租税条約の適用に関する詳細は、人事課までお問い合わせください。

租税条約に関する届出については、国税庁の HP をご確認ください。 

国税庁 URL：https://www.nta.go.jp/index.htm 

 

② 関連規程（就業規則・給与規程等）について 

 関連規程を参考として添付しております。以下の対照表を確認の上、該当する規程につ

いてご確認をお願いします。 

https://www.ritsumei.ac.jp/research/member/researcher_appointment/ra02.html/ 

 

規程名称 

職種 

研究系教員 研究職員 

特
別
招
聘
研
究
教
員 

招
聘
研
究
教
員 

研
究
教
員 

客
員
研
究
教
員 

専
門
研
究
員 

研
究
員 

立命館大学研究系教員規程 ● ● ● ●   

立命館大学有期雇用研究教員就業規則 ●  ●    

立命館大学有期雇用研究教員給与規程 ●  ●    

立命館大学非常勤研究教員就業規則  ●  ●   

立命館大学非常勤研究教員給与規程  ●  ●   

立命館大学研究職員規程     ● ● 

立命館大学有期雇用研究職員就業規則     ● ● 

立命館大学有期雇用研究職員給与規程     ● ● 

学校法人立命館教職員兼業規程 ●  ●  ● ● 

学校法人立命館教職員休暇規程 ● ● ● ● ● ● 

 

 

以上 
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安全保障輸出管理

立命館大学における安全保障輸出管理

日本を含む国際的な平和及び安全の維持を目的として、武器や軍事転用可能な
貨物（装置・試料等）及び技術を大量破壊兵器の開発等を行っている国やテロリスト
等の手に渡ることを防ぐための管理制度です。日本においては、外国為替及び外
国貿易法（外為法）に基づいて規制が行われています。

“大学における研究活動も規制の対象になります”
・留学生・外国人研究者の受入れ
・外国の大学や企業との共同研究
・研究試料などの外国への送付・持出し
・外国からの施設見学 ・海外出張 など

学長を最高責任者とした全学的な安全保障輸出管理体制をとっています。安全
保障輸出管理統括責任者（副学長）が、最高責任者（学長）の指示に基づき、本学
における輸出管理の業務を統括します。研究科等(学部･研究科、研究機構)の長を

安全保障輸出管理責任者とし、当該研究科等の輸出管理に関する業務の管理を
行います。

輸出管理について疑問や質問等がありましたら、いつでも気楽に相談ください。
安全保障輸出管理窓口 ：研究部研究推進課（びわこ・くさつキャンパス）

TEL: 077-599-4175 FAX：077-561-4942, Mail: export@st.ritsumei.ac.jp
輸出管理HP ： http://www.ritsumei.ac.jp/research/member/study_ethic/se11.html/

資料2
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研究に従事する専門業務型裁量労働制適用者の勤務管理について 

 

１．はじめに 

 ①研究系教員・研究職員の皆さんは、学校法人立命館との間で雇用契約を締結しています。 

  従って、皆さんは法律(労働基準法)上、「労働者」として扱われます。 

  (使用者である法人には、皆さんの勤務を適正に把握し管理することが要請されています。) 

 ②受入教員(指導教員またはプロジェクト代表者)は、皆さんの研究の進捗管理等とともに、勤務 

  状況の把握・管理も行なう担当者＝「労働時間管理者」の役割も担っています。 

 ③一方で、皆さんの労働時間を厳格に管理することは、自由な研究活動を妨げることにもなりか 

  ねません。そこで本大学では、労使協定を締結し、2013 年 4 月より、「専門業務型裁量労働制」 

  を導入しました。 

 

■「専門業務型裁量労働制」とは 

 専門業務型裁量労働制が適用できる業務は、労働基準法第 38 条の 3 で定められています。 

 専門業務型裁量労働制では、業務の遂行手段および時間配分の決定などは、本人の裁量に 

委ねられます(一部を除き、使用者は具体的な指示は行いません)。 

 また実際の労働時間と関係なく予め労使で定めた時間働いたとみなす制度です。みなし労働

時間（※）が 1 日 7.5 時間の場合､ある日に 10 時間働いたとしても､逆に 4 時間しか働かなかっ

たとしても､その日は 7.5 時間働いたものとみなします。 

 

※本大学におけるみなし労働時間 

本大学においては「本務」の方は 7.5 時間です（労使協定書【資料 4】参照）。「兼務」の方

は雇用契約書にて別途定めておりますので、そちらをご確認ください。 

 
 
２．本大学における専門業務型裁量労働制の適用対象者 

 ①特別招聘研究教員、研究教員 (立命館大学有期雇用研究教員就業規則) 

 ②招聘研究教員、客員研究教員 (立命館大学非常勤研究教員就業規則) 

 ③専門研究員、研究員 (立命館大学有期雇用研究職員就業規則) 

   
≪参考①≫ 専門業務型裁量労働制の対象となる雇用種別 

職種 研究系教員 研究職員 

雇用種別 
特別招聘 

研究教員 
招聘研究教員 研究教員 客員研究教員 専門研究員 研究員 

職位 教授・准教授 教授・准教授・助教 専門研究員 研究員 

対外的呼称 
教授 

准教授 

客員教授 

客員准教授 

教授 

准教授 

助教 

客員教授 

客員准教授 

客員助教 

専門研究員 研究員 

雇用契約形態 本務 兼務 本務 兼務 本務 本務 

 

≪参考②≫ 研究の支援・補助業務に従事する「非常勤研究職員」(補助研究員、リサーチアシスタント)は、 

 多様な研究形態のもとで、研究者の指示・命令を受けてその業務を行うことから、裁量労働制 

 の対象とはしていません。 

資料3
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３．専門業務型裁量労働制における「研究に従事する時間」の取扱い 

◆専門業務型裁量労働制適用対象者の就業時間 

  始業・終業時刻は以下を基本とし、業務遂行の必要性に応じ、適用対象者である皆さんが裁量 

 により決定します。 

 特別招聘研究教員、研究教員、専門研究員、研究員 招聘研究教員、客員研究教員 

始業時刻 午前 9時 午前 9時以降 

終業時刻 午後 5時 30 分 午後 5時 30 分以前 

 

◆職務の特殊性-労働基準法(労働時間管理の法制度)と｢研究の自由｣の保障- 

  「研究」という職務は当該研究者による裁量が非常に高く（受入教員等による労働時間の把握が

困難）、労働時間管理を厳格に行うとパフォーマンスが低下し、研究活動(業務)に支障が生じる恐れ

があります（労働基準法が求める労働時間管理になじまない為、「専門業務型裁量労働制」の導入）。 
  
◆専門業務型裁量労働制適用対象者の自己責任における研修・研鑽＝「自主研究」 

  適用対象者である皆さんが、自己の自由な研究活動を妨げられることはありません。 

  本大学は、業務としての研究(労働時間)とは別に、業務時間外や休日における自己の責任で行 

 う研修・研鑽＝「自主研究」であっても、自己の責任において大学の施設・設備を使用すること 

 を認めています(使用・利用にあたっては、本大学所定のルールや手続に則って行うことが必要です)。 

 

◆専門業務型裁量労働制適用対象者の勤務管理 

 ①適用対象者の皆さんは、業務として研究に従事する場合と「自主研究」を行う場合を明確に区 

  別して研究を進める必要があります。必要な場合には、事前に、受入教員に相談し、調整を行う 

必要があります。 

 ②特に、適用対象者の皆さんの裁量の範囲外の業務(休日や深夜における業務としての「研究」) 

  や出張をはじめとする「学外での業務」については、事前に受入教員に申出・申請を行い、 

許可を得る必要があります。 

 ③適用対象者のうち、研究職員（専門研究員、研究員）の深夜労働＊は就業規則で禁止していま 

す。また、休日に勤務する場合には休日の振替を必須としています。いずれも健康上の配慮にも 

とづく措置であり、該当者は受入教員と事前に充分調整を図る必要があります。 

   *深夜労働=22:00 から翌日 05:00 までの間における勤務(労働) 

 

 

４．専門業務型裁量労働制のもとで研究を遂行するポイント 

 ①研究系教員や研究職員は「労働者」であり、適正な勤務管理が求められています。 

②受入教員は労働時間管理者です。 

 ③受入教員には、適用対象者の皆さんの勤務状況の把握・管理の一環として 

  次の a)～c)を要請しています。従って適用対象者の皆さんには、責任を持って枠内の手続を行 

  っていただく必要があります。 
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  a)適用対象者の勤務状況の把握・管理 

毎月提出する「勤務計画申請書」、「勤務状況自己申告書」、また必要に応じて「深夜勤務命

令(兼申請)書」等を作成し、受入教員の確認や承認を受けてください。 

※受入教員（研究代表者）の署名または押印は、研究教員（助教）、専門研究員、研究員

のみ必要です。 

   

b)適用対象者の皆さんの勤務状況の是正･改善等の指導 

勤務が休日や深夜におよぶ計画がある場合には、受入教員に事前にその理由・必要性等を

説明してください。その上で、休日の振替を行う、また深夜勤務が 

生じないよう計画を変更する等の調整を行ってください。 

なお、「自主研究」であっても、大学(または勤務場所)での滞在時間が長時間に及ぶ等、 

健康･福祉の観点から問題があると認められる場合には、受入教員に是正・改善の指導を 

行うようお願いをしていますので、予めご承知おきください。 

 

c)各種申請に対する許可･承認等 

①学外勤務(自宅における勤務を含む)の申請 

(「勤務計画申請書」への記載。提出後の追加・変更は口頭、電話、メール等により。) 

②休日振替の申請 

 (「勤務計画申請書」への記載。提出後の追加・変更は口頭、電話、メール等により。) 

③年次有給休暇や特別休暇の取得届出 

 (年次有給休暇は、業務上支障あるときは取得日を変更する場合があります。) 

④【研究系教員のみ】休日出勤または深夜勤務の申請（注：研究職員は認めていません） 

 (原則は認めていません。必ず事前に、受入教員に相談してください。） 

 

５．年次有給休暇の5日以上取得義務について 

年次有給休暇（以下「年休」という）は原則として、労働者が請求する時季に与えることとされて

いますが、職場への配慮やためらい等の理由から取得率が低調な現状があり、年次有給休暇の取得促

進を目的として、今般、労働基準法が改正されました。2019年 4月から全ての企業において、年10日

以上の年休が付与される労働者に対して、年休の日数のうち年5日については、使用者が時季を指定

して取得させることが義務付けられました。  

ただし、使用者側から付与しようとしていたところ、労働者が年休を申し出てきた場合は、その申

し出て取得した日数分については、使用者から時季を指定する義務はなくなります。 

つきましては、5 日の年休取得が必要となる研究系教員・研究職員の皆さんは、法人が取得時季を

指定する方法ではなく、各自で年度末までに必ず5日以上の年休が取得できるよう年間計画を立てて

ください。そして、年休取得予定日を「勤務計画申請書」に記載し、年休取得日は「勤務状況自己申

告書」に記載してください。 

 

６．まとめ 

 (１)皆さんが行う研究のすべてが「業務」にあたるわけではありません。 

  研究系教員、研究職員の皆さんは、「労働者」であると同時に「研究者」です。従って、業務以 

  外の時間は、自己の判断・責任で自由な研究(｢自主研究｣)をすることができます。 

   受入教員は、労働基準法のもとで適正な勤務管理を行うパートナーであり、 

  皆さんが｢業務｣として行う研究について適正に勤務管理をする責任があると同時に、皆さんの 

  「自主研究」活動を保障する役割も有しています。 
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 (２)自己責任にもとづく「自主研究」であっても、休日に休まず研究を行ったり、深夜におよぶ 

  研究を行う事は、健康・福祉の観点から留意しなければなりません。このような状況がある場 

  合には、受入教員から、適切な指導・援助が行われることがありますので、 

  予めご承知ください。 

 

 ＊研究の着実･確実な遂行と勤務の適正な管理において重要なことは、研究系教員・研究職員の 

  皆さんと労働時間管理者でもある受入教員が、密接なコミュニケーションを図り、相互の信頼 

  関係を築くことです。 

 

 ＊後掲の「専門業務型裁量労働制 Q&A」も参考にしてください。 

 

 

７．専門業務型裁量労働制の適用の撤回について 

 専門業務型裁量労働制の適用を希望しない場合は、所定の手続により申し出ることで、申出の翌月

から専門業務型裁量労働制を適用せず、通常の時間管理により勤務することができます。 

 専門業務型裁量労働制に同意しない場合であっても、解雇・降格・減給等の不利益な取扱いは行い

ません。ただし、通常の勤務時間管理となるため、専門業務型裁量労働制は適用されず、各研究者個

人の裁量で柔軟に勤務時間を設定することはできません。契約書に定められた勤務時間を変更する場

合は、必ず事前に受入教員に申請の上、承認を得て下さい。 

 専門業務型裁量労働制に同意しない場合の勤務条件等に関する取り扱いや同意撤回の手続方法は、

後掲の「専門業務型裁量労働制を適用しない場合のQ&A」を参照してください。 
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専門業務型裁量労働制 Q＆Ａ 

 

１．「専門業務型裁量労働制」とは 
Q1 専門業務型裁量労働制とはどのような制度ですか？ 

A：専門業務型裁量労働制は、業務の遂行方法や時間配分を労働者の裁量に委ねるもので、実際の労

働時間にかかわらず、労使協定で定めた時間を労働したものとみなす制度です。 

対象となる業務は法令で定められたものに限定されており、本大学の場合には、「人文科学、社会

科学または自然科学に関する研究の業務」を適用対象としています。 

専門業務型裁量労働制では、雇用者が労働者に対して業務の遂行の手段や時間配分を具体的に指

示することはできません。 

 

Q2 専門業務型裁量労働制は、誰に適用されるのですか？ 

A：本大学では、人文科学、社会科学または自然科学に関する研究に専ら従事する特別招聘研究教員、

招聘研究教員、研究教員、客員研究教員、専門研究員、研究員が適用対象者です。 

 

Q3 専門業務型裁量労働制が適用されると、働き方はどのようになりますか？ 

A：研究業務の遂行方法や時間配分は適用対象者の裁量に委ねられます。このため、労働時間は実際

に労働した時間にかかわらず、労使協定で定めた時間働いたものとみなします(「みなし労働時間

（※）」といいます）。つまり、みなし労働時間が 7.5 時間の場合、労働した時間が日により 4 時

間であっても 10 時間であっても、7.5 時間働いたとみなす制度です。従って、残業(超過勤務)と

いう概念はありません。今日 10 時間働いたから明日は 5 時間、というような調整を行う必要もあ

りません。 

 

※本大学におけるみなし労働時間 

本大学においては「本務」の方は 7.5 時間です（労使協定書【資料4】参照）。「兼務」の方は雇用

契約書にて別途定めておりますので、そちらをご確認ください。 

 

（参考） ①労働基準法第 38 条の 3（厚生労働省） 

 ②専門業務型裁量労働制に関する労使協定書（【資料 4】参照） 

 

Q4 受入教員やプロジェクト研究代表者から、仕事の経過報告を求められたり、会議に出席するよう

命じられました。専門業務型裁量労働制でもこうした指示や命令は可能なのですか？ 

A：専門業務型裁量労働制であっても、業務遂行の手段・時間配分の決定等に関すること以外につい

ては、指示を行っても構わないとされています。具体的には、業務の開始時に業務の目的、目標、

期限等の基本的事項を指示することや、中途において経過の報告を受けつつ、これらの基本的事

項について変更の指示ができるとされています（平 11.12.27 労働省告示 149）。また、全体とし

て業務遂行の手段・時間配分の決定等について裁量が維持されていれば、会議への出席等を命じ

ることもできます。 

 

 

Q5 専門業務型裁量労働制が適用されると、勤務場所に出勤しなくても良いのですか？ 
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A：就業規則において、「研究業務のために、学外において勤務することができる。学外勤務には、自

宅における勤務、学会または研究会の参加、調査活動、資料収集等を含む」(研究系教員)、「研究

業務のために、学外において勤務することができる。学外勤務には、自宅における勤務、調査活

動、資料収集等が含まれる」(研究職員)と定め、大学の執務場所以外の場所であっても、「勤務」

として「裁量労働制」の対象とする場合があります。「学外勤務」を行う場合には、事前に所定の

手続を行う事が必要です（⇒Q16 を参照）。勤務日に業務に従事しなかった場合には、「みなし労

働時間」制は適用されません。休暇等の手続を行ってください。 

 

Q6 就業規則にある始業および終業時刻は守らなければなりませんか？ 

A：専門業務型裁量労働制では、業務遂行の手段や時間配分の決定(始業・終業時刻の決定を含む）等

を対象者の裁量に委ね、使用者はその決定等に関し、原則として具体的な指示をしないことにな

っています。従って、就業規則では始業・終業時間は 9 時～17 時 30 分を基本にしていますが、

Q4 の会議等の場合を除き、出勤や退勤の時間は対象者の裁量に委ねられます。 

 

２．休憩時間について 
Q7 休憩時間はどのように取得すればよいのですか？ 

Ａ：就業規則において、次の通り休憩時間を取得することが定められています。専門業務型裁量

労働制の特性に鑑み、休憩時間は業務の状況を勘案して、各自労働時間の中で取得してください。 

労働時間 休憩時間 

6 時間を超える ６０分以上 

 

３．実働時間について 
Q8 勤務状況自己申告書にある、実働時間とは何を指しますか？ 

A：休憩時間や、自己の研究に要した時間を除いた時間を指します。よって、勤務開始時刻から勤務終

了時刻までの時間と、実働時間が同じ時間になるとは限りません。 

 

４．出勤日および休日について 
Q9 出勤日および休日はどのようになりますか？ 

A：出勤日および休日は、就業規則および雇用契約書で確認してください。ただし、業務の都合から、

勤務を要しない日に勤務をする必要がある場合には、休日の振替(振替休日)の手続をとってくだ

さい。また、研究職員（専門研究員、研究員）が休日に勤務しようとする場合は、休日の振替を行

うものとし、休日出勤は認められません。 

 

Q10 休日に勤務する必要があり、かつ休日の振替ができない場合にはどのようにすればよいです

か？ 

A：まず、「休日出勤」について説明します。 

休日とは、就業規則および雇用契約書で定めている「勤務を要しない日」のことです。この「勤務

を要しない日」に勤務する場合を「休日出勤」といいます。 

（労働基準法上の「休日労働」についての説明はここでは省略します。）。 

次に、「休日の振替」について説明します。休日の振替とは、休日(「勤務を要しない日」)と「勤

務を要する日(勤務日)」を振替ることをいいます。 

 

例 1）月～金の週 5 日勤務の場合ある週の日曜日と月曜日を振替る 

例2）月・水・金の週 3 日勤務の場合、勤務を要しない木曜日と勤務日の金曜日を振替る 
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＜例1＞ 日 月 火 水 木 金 

通常の勤務日 休日 勤務日 勤務日 勤務日 勤務日 勤務日 

→振替後 勤務日 振替休日 － － － － 

 

＜例2＞ 月 水 木 金 

通常の勤務日 勤務日 勤務日 休日 

(勤務を要しない日)

勤務日 

→振替後 － － 勤務日 振替休日 

 

研究職員（専門研究員、研究員）には、健康・福祉を配慮する観点から休日出勤を認めていませ

ん。従って、休日の振替を行うことが必要です。 

研究系教員（特別招聘研究教員、招聘研究教員、研究教員、客員研究教員）については、勤務を要

しない日に勤務する必要があり、かつどうしても振替ができない場合には、受入教員に相談し、

受入教員は事務局に相談した上で、判断･指示することとしています。 

 

Q11 土日をはさむ 5 日間の予定で、学会に参加します。土曜日と日曜日は学会のプログラムがなく、

自由行動です。この場合、土日の勤務の取扱いはどうなりますか？ 

A：滞在期間中、自主研究や観光等自由に過ごした場合は休日です。自己の裁量で業務(現地での調査

や資料収集等)を行った場合は勤務したことになり、勤務した時間の多少に係らず振替休日（1 日）

の取得が必要になります。また、受入教員から業務に係る指示を受け、その業務を行った場合も

同様です。 

 

Q12 振替休日の取得期限はありますか？ 

A：休日に労働した振替休日は、健康管理上必ず取得してください。振替休日の取得期限は、原則、当

該日の前後 2 週間以内とし、それが困難な場合は最大、当該日の前後 1 ヶ月以内とします。 

また、振替休日を取得する場合、「勤務状況自己申告書」の休暇取得欄に「○」を付け、備考欄に、

いつの勤務分の振替休日なのかを明記してください。（記入例を参照） 

 

５．深夜勤務（22 時から翌日の 5 時まで）について 
Q13 やむを得ない事情で、深夜の勤務が必要となる場合にはどうすればよいのですか？ 

A：深夜（22 時から翌日の 5 時まで）の勤務については、研究系教員と研究職員で取扱いが異なりま

す。 

●研究系教員（特別招聘研究教員、招聘研究教員、研究教員、客員研究教員） 

 健康・福祉の観点から深夜勤務は原則として認めていませんが、止むを得ない事情で深夜勤務が必

要な場合には、深夜勤務命令（兼申請）書に必要事項を記入し、受入教員に申請し、許可を受けて

ください。その他、深夜勤務命令（兼申請）書に記載されている注意事項をご確認ください。 

●研究職員（専門研究員、研究員） 

 健康・福祉の観点から深夜勤務は認めていません。 

なお、研究系教員・研究職員のいずれも、深夜におよぶ研究のうち、自主研究については許可なく

行うことができます。ただし、健康に留意しつつ、自己の責任で行うことが求められます。 

Q14 国際シンポジウムで、海外から招聘する研究者の資料受取が時差の関係で深夜になります。シ

ンポジウム開催までに配付資料に仕上げなければなりませんが、深夜勤務はできないといわれていま

す。どうしたらよいですか？ 

A：研究職員（専門研究員、研究員）は、健康上の配慮から、深夜勤務は認めていません。勤務が深夜
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におよぶ計画がある場合には、事前に受入教員に説明を行い、深夜勤務が生じないよう計画を変

更するなどの調整を行ってください。 

【参考】立命館大学有期雇用研究職員就業規則第 19 条 

 

６．業務中の事故について 
Q15 実験など業務中に事故が起きた場合の保障はありますか？ 

A：実験など業務中の事故(休日や深夜に発生した場合を含む)については、労働者災害補償保険(労災

保険)の適用が認められるかどうかにより対応が異なります。労働災害には業務災害と通勤災害が

あり、業務災害は、業務として行っている（業務起因性）、業務の中で（業務遂行性）罹災する(事

故やケガ)ことをいいます。 

ただし、本大学は「自主研究」についても大学の施設・設備の使用を認めており、労災保険（労災）

は適用されませんが、利用者である皆さんに対する「安全配慮義務」を負っていることも踏まえ、

個別事案毎に対応を行います。また、「自主研究」後の帰宅途中での事故については、状況によっ

ては適用されない場合がありますので、ご相談ください。 

 

７．出張（学外勤務）について 
Q16 出張する場合に事前に手続は必要ですか？ 

A：国内外の出張について研究費の執行の有無に関わらず、事前の申請・決裁手続が必要です。出張用

務および日程が決まり次第、所定の「出張命令決裁書」を作成し、関連資料を添付の上、受入教員

の決裁を経た上でリサーチオフィスに提出をしてください。 

※研究職員は専門研究員・研究用をご使用ください。 

なお、海外危険情報レベル１・２地域への出張は原則として自粛してください。 

また、出張に際して旅費等を研究費から支出する場合は、出張終了後、所定の「国内/国外出張報

告（精算）書」と出張の事実を証明する書類（学会参加証の写し、当日配布された学会プログラ

ム、参加費領収書、訪問先で利用した経費の領収書等）の提出に基づき出金を致します。詳細は、

「研究費執行ガイドブック」にてご確認ください。 

 

Q17 どのような場合に「勤務計画申請書」「勤務状況自己申告書」に記載する「出張」となるのでし

ょうか？ 

A：勤務場所以外の場所に出向く場合、原則として「出張」と記載してください。衣笠ｷｬﾝﾊﾟｽを勤務場

所とされる方が京都大学に調査に行く、という場合でも出張となります。ただし、支給される交

通費、日当、宿泊費等は、出張場所までの距離等によって異なりますので、詳細は「研究費執行ガ

イドブック」にてご確認ください。 

 

Q18 土曜日、日曜日、祝日をはさんで出張します。勤務の取扱いはどのようになりますか？  

A：①【土曜日／日曜日／祝日に、現地での業務がある場合】 

時間の多少にかかわらず、業務に要した時間を勤務時間とします。業務に従事した日数分の振

替休日の取得が必要です。 

 

②【土曜日／日曜日／祝日に、現地での業務がない場合】 

業務がなく、自主研究や観光などで自由に過ごした場合は休日です。振替休日は生じません。 

③【土曜日／日曜日／祝日に業務がない移動を行う場合】 

業務がない移動のみの休日（休日の移動日）は、業務遂行（実働）がないため、労働時間としま

せん。振替休日は生じません（休日労働ではないため） 
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但し、海外出張（国内は対象外）でフライト時間が 4 時間を超える場合は、海外出張の疲労や

負担を考慮し、本学の運用として振替休日（1 日）を付与します。 

④【土曜日／日曜日／祝日の移動中に業務を行う場合】 

移動中に、受入教員から指示を受けて業務を行ったり、自己の裁量で業務を行った場合は、時間

の多少にかかわらず勤務したことになります。振替休日の取得が必要です。 

 

Q19 出張の移動日において、業務となるのはどのような場合ですか？ 

A：次の場合は、出張の移動（日）において「業務を行った」ことになります。 

① 移動前後に業務を行う場合 

② 業務として書類や機器などの物品を運搬している場合 

③ その他指揮命令により当該移動中の自由な行動が制限されている場合 

 

Q20 出張期間中の休日の移動日（実労働がない移動のみ）の場合であっても、労災保険（労災）の

適用対象となりますか？ 

A：実労働がない移動のみの休日であっても、また、事故やケガをした場合は、状況にもよりますが、

原則として労災の適用対象となります。 

 

Q21 海外出張が 14 日間に及び、業務の性格上出張期間中に休日が取れません。どうしたらよいです

か？ 

A：健康管理上、週に 1 日は休日を取得することが望ましいのですが、業務との関係で休日が取得で

きない場合も想定されます。その場合、予め出張の前後に振替休日を指定し、必ず取得すること

で 4 週 4 休を遵守してください。 

 

 

 

８．休暇について 
Q22 年次有給休暇（以下、年休）以外の休暇はありますか？また、休暇を取得する場合にはどのよ

うな手続が必要ですか？ 

A：本大学では、年休の他に特別休暇の制度を設けています。詳細は、学校法人立命館教職員休暇規程

および「学校法人立命館 特別休暇等制度一覧および届出書類（2020年 4月～）【資料Ｇ】」 

を参照してください。なお、休暇を取得する場合には、所定様式により事前に手続を行ってください。

所定様式は研究部の HP からダウンロードできます。 

 

 

Q23 2 年目の雇用になります。年休は次年度に限り繰越ができると聞きましたが、何日取得できま

すか？ 

A：取得しなかった年休は、次年度に限り繰越すことができます。 

 

＜例＞専門研究員として雇用されている方が、1 年目に 7 日間の年休を取得した場合 

 ○ 雇用 1 年目 付与日数 10 日 – 取得日数 7 日 = 繰越日数 3 日 
       ↓↓ 

○ 雇用 2 年目 付与日数 11 日         + 繰越日数 3 日 = 14 日 
※2 年目の開始時点で前年度からの繰越分を含め、14 日間の年休が付与される 
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＜参考＞「学校法人立命館教職員休暇規程」別表 1 

継続年数

 

 

 

週所定勤務日数 

1年目 2年目 3年目 4年目 5年目 6年目 7年目 8年目以上

5日以上 10日 11日 12日 14日 16日 18日 20日 21日 

4日 7日 8日 9日 10日 12日 13日 15日 16日 

3日 5日 6日 6日 8日 9日 10日 11日 12日 

2日 3日 4日 4日 5日 6日 6日 7日 8日 

1日 1日 2日 2日 2日 3日 3日 3日 4日 
 

付与される年休の日数は、「学校法人立命館教職員休暇規程」または研究部の HP で確認してくだ

さい。また、リサーチオフィスに申し出て確認することもできます。 

 

Q24 半日を単位として年休を取得することは可能ですか？ 

A：半日を単位とした取得はできません。１日を単位とした取得をしてください。 

 

Q25 こみいった用事で年休を取得しなければなりません。受入教員に年休を取得する理由を明らか

にしなければいけませんか？ 

A：受入教員に対して年休を取得する理由を説明する必要はありません。また、「勤務状況自己申告書」

に年休を取得する理由を記載する必要もありません。 

 

９．勤務計画申請書・勤務状況自己申告書について 
Q26 勤務の計画や勤務の結果は、どのような方法で受入教員に提出するのですか？ 

A：次の 2 つの書類が基本となります。 

①毎月月末までに、｢勤務計画申請書｣により翌月の勤務の計画を提出 

②毎月月初までに、｢勤務状況自己申告書｣により前月の勤務の結果を提出 

 

＊本大学では、「勤務状況自己申告書」の提出によって｢労働時間の状況等の勤務状況の把握｣を行いま

すので、時間を記載する際には、次の点に注意してください。 

① 「労働時間の状況」の把握であり、「自主研究」を行った時間は含みません。 

② 就業規則および雇用契約書で定めている就業日以外の日については、記入する必要はありま

せん。 

③ 研究業務のみ記載ください（授業担当時間の記載は必要ありません) 

｢勤務計画申請書｣と｢勤務状況自己申告書｣以外にも、所定様式により手続が必要なものがありますが、

いずれも研究部の HP からダウンロードして手続を行ってください。 

 

Q27 「勤務計画申請書」や「勤務状況自己申告書」を提出後に修正したい場合、どのようにすれば

よいですか？ 

A：修正を行う場合、修正箇所に二重線を引いてその上に訂正印を押印し、正しい内容をご記入いた
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だき、受入教員に提出してください。 

 

Q28 専門業務型裁量労働制では、労働者が自己の裁量で労働時間を決められるにもかかわらず、「勤

務計画申請書」や「勤務状況自己申告書」を提出しなければならないのはなぜですか？ 

A：専門業務型裁量労働制は、業務の性質上、業務遂行の手段や方法、時間配分等を大幅に労働者の裁

量に委ねる必要がある業務に適用されます。ただし、時間配分が労働者の裁量に委ねられると、い

わゆる「働きすぎ」となる可能性もあります。このため労働基準法施行規則では、労使協定で定め

るべき事項の１つに『対象業務に従事する労働者の労働時間の状況の把握方法と把握した労働時間

の状況に応じて実施する健康・福祉を確保するための措置の具体的内容』をあげています。このた

め本大学では、「勤務計画申請書」や「勤務状況自己申告書」を提出していただき、労働実態の把握

を行い、必要な健康・福祉の確保に役立てています。 

（参考） ①労働基準法第 38 条の 3（厚生労働省） 

 ②専門業務型裁量労働制に関する労使協定書（【資料 4】参照） 

 

Q29 4 月 4 日（金）から 4 月 12 日（土）の、土日をはさむ 9 日間の予定で、海外で開催される学会

に、研究発表と分科会参加のため以下のスケジュールで出張します。「勤務計画申請書」「勤務状況自

己申告書」にはどのように記載すればよいのですか？ 

4 月 4 日（金） ：移動日 

4 月 5 日（土） ：研究発表 

4 月 6 日（日） ：自由行動（自主研究、観光） 

4 月 7 日（月）～4 月 11 日（金） ：学会参加 

4 月 12 日（土） ：移動日 

 

A：【勤務計画申請書】 

4 金

5 土

6 日

7 月

12 土

備考
　　　　学外勤務（出張、自宅勤務など)の予定
　　　　休暇・振替休日等の取得予定　　　　な
ど

学外勤務・例外勤務の業
務内容　　など

日 曜

関空→シンガポール

シンガポール

シンガポール

シンガポール→関空

出張 移動日

出張

出張

出張

○○学会

○○学会

移動日

※4/5 および 4/12 の振替休日を指定してください。 

【勤務状況自己申告書】 

4 金 10:00 18:00 8:00

5 土 9:00 16:00 6:00

6 日

7 月 10:00 15:00 4:00

12 土 13:00 21:00 8:00

出張　○○学会

出張　○○学会

出張　移動日　フライト7時間

日
休暇取得

（休日以外）

備　考
　（出張など、事業場外で業務を行った場合の場所や

休日勤務の内容および振替休日取得等を記入してくださ
い）

実働時間

出張　移動日　フライト7時間

曜
勤務

開始時刻
勤務

終了時刻

※4/5 および 4/12 の振替休日を必ず取得してください。 

振替休日の取得期限は、原則、当該日の前後 2 週間以内とし、それが困難な場合は最大、当該日の

前後 1 ヶ月以内とします。 
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10．その他 
Q30 学外の研究資金により雇用されており、当該組織の様式により勤務状況を報告することになっ

ています。「勤務状況自己申告書」も提出しなければなりませんか？ 

A：学外研究資金を提供する組織の様式のみ提出してください。  

 

 

Q31 業務が集中し勤務が長時間となる場合には、健康面が不安なのですが？ 

A：対象者の健康・福祉を確保するために、「勤務状況自己申告書」により勤務状況を把握・確認する

ことにしています。 

また、定期的に「健康診断」を実施するとともに、必要に応じて産業医による保健指導を受けられ

る制度を設けています。これらにより把握した勤務状況や健康状況に応じて、労働時間監督者な

らびに担当部署が適切な対応を行います。 

 

（産業医による健康相談・面談の申し込みについて） 

体調が優れない場合等は、 本学の産業医による健康相談、保健指導を受けることができます。  

ご遠慮なく申し出てください。  

 

■人事課 保健師（朱雀キャンパス） 

 MAIL：r-eisei@st.ritsumei.ac.jp （内線：510－2187） 

 

Q32 専門業務型裁量労働制に関わる相談や苦情を受付ける窓口はありますか？ 

A：専門業務型裁量労働制や労働時間その他の問題に関する相談や苦情等がある場合は、下記窓口に

ご相談ください。 

    ■人事課 課長(朱雀キャンパス)  

      TEL：075-813-8150  

         (土・日・祝日・大学休業日を除く 09:30～11-30 と 13:00～17:00) 

      FAX：075-813-8255 
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「専門業務型裁量労働制を適用しない場合の Q&A」 

 

１．「専門業務型裁量労働制」と「通常の勤務時間管理」の違い 
 

Q33 「専門業務型裁量労働制」の適用有無による違いを教えてください。 

A：専門業務型裁量労働制を適用する場合、適用しない場合の取扱いの違いは下記の通りです。 

項目 専門業務型裁量労働制を適用する 
専門業務型裁量労働制を適用しない 

（通常の勤務時間管理） 

基本的な考え方 
業務の遂行手段および時間配分の決定

などは、各研究者の裁量に委ねる。 

定められた始業・終業時刻により勤務す

る。始業・終業時刻を各研究者の裁量で変

更することはできない。 

始業・終業時刻 
9:00-17:30を基本としつつ、 

各研究者個人の裁量により決定 

9:00-17:30 

（または契約書に定める時間帯） 

1日の労働時間 

実際の労働時間数に関わらず、1日7.5

時間（または契約書に定める時間数）を

働いたものとみなす。 

（終日欠勤した場合は除く） 

7.5 時間（または契約書に定める時間数）

の勤務が必要 

1日の労働時間

数が不足する場

合の取扱い 

賃金控除は発生しない 

（終日欠勤した場合は除く） 

遅刻・職場離脱等により1日の労働時間数

が所定労働時間数に満たなかった場合は、

時間数分の賃金を減額する。 

（不足時間分について有給休暇を申請し

た場合は減額なし） 

1日 7.5時間

（または契約書

に定める時間

数）を超える勤

務の可否 

各研究者の裁量により、勤務すること

が可能 

1日 7.5 時間（または契約書に定める時間

数）を超える勤務は不可。 

研究活動の途中であっても、 

定終業時刻になれば業務を終了し、帰宅し

てください。 

休暇の取得単位 

原則として1日単位 

※裁量労働制では、実際の勤務時間に

関わらず 1 日 7.5 時間を働いたもの

とみなすため、半日休暇・時間単位休

暇の取扱いをする必要がないため 

休暇の種類により、1 日単位だけでなく、

半日、1時間、30分単位での取得が可能 

（休暇の種類ごとの取得可能な単位は休

暇規程参照） 

業務以外の時間

における自主研

究の取扱い 

業務以外の時間は、自己の判断・責任で

自由な研究(｢自主研究｣)をすることが

できます。 

業務以外の時間は、自己の判断・責任で自

由な研究(｢自主研究｣)をすることができ

ますが、キャンパス内において研究を実施

する場合は、その都度、事前に研究活動許

可を受け入れ教員に申請し、許可を受けて

ください。事前の許可なく、キャンパス内

で研究活動を行うことは禁止します。 

処遇及び配置 
給与および配置については、裁量労働制の適用有無に関わらず、雇用契約書で定め

る内容となります。 
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２．「専門業務型裁量労働制」の適用を撤回する手続等 
Q34 専門業務型裁量労働制の適用を撤回した場合に、不利益なことはありますか？ 

A：専門業務型裁量労働制に同意しない場合であっても、解雇・降格・減給等の不利益な取扱いは行い

ません。ただし、通常の勤務時間管理となるため、各研究者個人の裁量で柔軟に勤務時間を設定す

ることはできなくなります。 

 

Q35 「専門業務型裁量労働制」の適用を撤回する方法を教えてください。 

A：「専門業務型裁量労働に関する申請書」を作成し、各キャンパスのリサーチオフィスまで提出して

ください。提出された翌月より通常の勤務時間管理を行います。準備の都合上、各月 20 日まで

に提出をお願いします。 

 

Q36 「専門業務型裁量労働制」の適用を撤回した場合、再度「専門業務型裁量労働制」の適用を申

請することは可能ですか？ 

A：再度「専門型裁量労働制」を適用することは可能です。「専門業務型裁量労働に関する申請書」を

作成し、各キャンパスのリサーチオフィスまで提出してください。提出された翌月より「専門業

務型裁量労働制」の適用を行います。準備の都合上、各月 20 日までに提出をお願いします。 

 

３．通常の勤務時間管理における勤務の取り扱い 
Q37 専門業務型裁量労働制が適用されない場合、勤務場所に必ず出勤する必要がありますか？ 

A：就業規則において、「研究業務のために、学外において勤務することができる。学外勤務には、自

宅における勤務、学会または研究会の参加、調査活動、資料収集等を含む」(研究系教員)、「研究

業務のために、学外において勤務することができる。学外勤務には、自宅における勤務、調査活

動、資料収集等が含まれる」(研究職員)と定め、大学の執務場所以外の場所であっても、「勤務」

の対象とする場合があります。学外勤務を行った場合、「事業場外みなし労働」として、1 日 7.5

時間（または雇用契約書に定める勤務時間）を勤務したものとみなします。「学外勤務」を行う場

合には、事前に所定の手続を行う事が必要です（⇒Q16 を参照）。勤務日に業務に従事しなかった

場合には、「みなし労働時間」制は適用されません。休暇等の手続を行ってください。 

 

Q38 就業規則にある始業および終業時刻は守らなければなりませんか？ 

A：通常の勤務時間では、業務遂行の手段や時間配分の決定(始業・終業時刻の決定を含む）等を対象

者の裁量に委ねることはできません。始業・終業時刻は守る必要があります。 

 

４．休憩時間について 
Q39 休憩時間はどのように取得すればよいのですか？ 

A：就業規則において、次の通り休憩時間を取得することが定められています。下記時間帯で休憩を

取得してください。 

■午前 11 時 30 分から午後 0 時 30 分までの 60 分 

 

 

５．出勤日および休日について 
Q40 出勤日および休日はどのようになりますか？ 

A：出勤日および休日は、就業規則および雇用契約書で確認してください。 

 

Q41 休日に勤務する必要がある場合はどのようにすればいいですか？ 
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A：まず、「休日出勤」について説明します。 

休日とは、就業規則および雇用契約書で定めている「勤務を要しない日」のことです。この「勤務

を要しない日」に勤務する場合を「休日出勤」といいます。 

（労働基準法上の「休日労働」についての説明はここでは省略します。）。 

次に、「休日の振替」について説明します。休日の振替とは、休日(「勤務を要しない日」)と「勤

務を要する日(勤務日)」を振替ることをいいます。 

 

業務の都合から、勤務を要しない日に勤務をする必要がある場合には、休日出勤の許可および振

替休日の指示を受け入れ教員から受けてください。許可なく休日出勤を行うことは禁止します。 

 

例 1）月～金の週 5 日勤務の場合ある週の日曜日と月曜日を振替る 

例2）月・水・金の週 3 日勤務の場合、勤務を要しない木曜日と勤務日の金曜日を振替る 

＜例1＞ 日 月 火 水 木 金 

通常の勤務日 休日 勤務日 勤務日 勤務日 勤務日 勤務日 

→振替後 勤務日 振替休日 － － － － 

 

＜例2＞ 月 水 木 金 

通常の勤務日 勤務日 勤務日 休日 

(勤務を要しない日)

勤務日 

→振替後 － － 勤務日 振替休日 

 

 

Q42 土日をはさむ 5 日間の予定で、学会に参加します。土曜日と日曜日は学会のプログラムがなく、

自由行動です。この場合、土日の勤務の取扱いはどうなりますか？ 

A：滞在期間中、自主研究や観光等自由に過ごした場合は休日です。自己の裁量で業務を行うことは

禁止します。業務の都合から、やむを得ず土日に勤務をする必要がある場合には、Q41 の通り休

日出勤の許可を受けてください。 

 

Q43 振替休日の取得期限はありますか？ 

A：休日に労働した振替休日は、健康管理上必ず取得してください。振替休日の取得期限は、原則、当

該日の前後 2 週間以内とし、それが困難な場合は最大、当該日の前後 1 ヶ月以内とします。 

また、振替休日を取得する場合、「出勤簿」の休暇取得欄に「振休」と記入し、備考欄に、いつの

勤務分の振替休日なのかを明記してください。（記入例を参照） 

 

 

６．深夜勤務（22 時から翌日の 5 時まで）について 
Q44 やむを得ない事情で、深夜の勤務が必要となる場合にはどうすればよいのですか？ 

A：深夜（22 時から翌日の 5 時まで）の勤務については、研究系教員と研究職員で取扱いが異なりま

す。 

●研究系教員（特別招聘研究教員、招聘研究教員、研究教員、客員研究教員） 

 健康・福祉の観点から深夜勤務は原則として認めていませんが、止むを得ない事情で深夜勤務が必

要な場合には、深夜勤務命令（兼申請）書に必要事項を記入し、受入教員に申請し、必ず事前に許

可を受けてください。その際、時差勤務とし、1 日 7.5 時間（または契約書に定める時間）以内で勤

務を行ってください。その他、深夜勤務命令（兼申請）書に記載されている注意事項をご確認くだ
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さい。 

●研究職員（専門研究員、研究員） 

 健康・福祉の観点から深夜勤務は認めていません。 

なお、研究系教員・研究職員のいずれも、深夜におよぶ研究のうち、キャンパス外における自主研究

については許可なく行うことができます。ただし、健康に留意しつつ、自己の責任で行うことが求め

られます。 

 

Q45 国際シンポジウムで、海外から招聘する研究者の資料受取が時差の関係で深夜になります。シ

ンポジウム開催までに配付資料に仕上げなければなりませんが、深夜勤務はできないといわれていま

す。どうしたらよいですか？ 

A：研究職員（専門研究員、研究員）は、健康上の配慮から、深夜勤務は認めていません。勤務が深夜

におよぶ計画がある場合には、事前に受入教員に説明を行い、深夜勤務が生じないよう計画を変

更するなどの調整を行ってください。 

【参考】立命館大学有期雇用研究職員就業規則第 19 条 

 

７．業務中の事故について 
Q46 実験など業務中に事故が起きた場合の保障はありますか？ 

A：実験など業務中の事故(休日や深夜に発生した場合を含む)については、労働者災害補償保険(労災

保険)の適用が認められるかどうかにより対応が異なります。労働災害には業務災害と通勤災害が

あり、業務災害は、業務として行っている（業務起因性）、業務の中で（業務遂行性）罹災する(事

故やケガ)ことをいいます。 

ただし、本大学は「自主研究」についても、事前許可のもと大学の施設・設備の使用を認めてお

り、労災保険（労災）は適用されませんが、利用者である皆さんに対する「安全配慮義務」を負っ

ていることも踏まえ、個別事案毎に対応を行います。また、「自主研究」後の帰宅途中での事故に

ついては、状況によっては適用されない場合がありますので、ご相談ください。 

 

８．出張（学外勤務）について 
Q47 出張する場合に事前に手続は必要ですか？ 

A：国内外の出張について研究費の執行の有無に関わらず、事前の申請・決裁手続が必要です。出張用

務および日程が決まり次第、所定の「出張命令決裁書」を作成し、関連資料を添付の上、受入教員

の決裁を経た上でリサーチオフィスに提出をしてください。 

※研究職員は専門研究員・研究用をご使用ください。 

なお、海外危険情報レベル１・２地域への出張は原則として自粛してください。 

また、出張に際して旅費等を研究費から支出する場合は、出張終了後、所定の「国内/国外出張報

告（精算）書」と出張の事実を証明する書類（学会参加証の写し、当日配布された学会プログラ

ム、参加費領収書、訪問先で利用した経費の領収書等）の提出に基づき出金を致します。詳細は、

「研究費執行ガイドブック」にてご確認ください。 

 

 

Q48 どのような場合に「出勤簿」に記載する「出張」となるのでしょうか？ 

A：勤務場所以外の場所に出向く場合、原則として「出張」と記載してください。衣笠ｷｬﾝﾊﾟｽを勤務場

所とされる方が京都大学に調査に行く、という場合でも出張となります。ただし、支給される交

通費、日当、宿泊費等は、出張場所までの距離等によって異なりますので、詳細は「研究費執行ガ

イドブック」にてご確認ください。 

-36-



 

 

Q49 土曜日、日曜日、祝日をはさんで出張します。勤務の取扱いはどのようになりますか？  

A：①【土曜日／日曜日／祝日に、現地での業務がある場合】 

時間の多少にかかわらず、業務に要した時間を勤務時間とします。業務に従事した日数分の振

替休日の取得が必要です。 

②【土曜日／日曜日／祝日に、現地での業務がない場合】 

業務がなく、自主研究や観光などで自由に過ごした場合は休日です。振替休日は生じません。 

③【土曜日／日曜日／祝日に業務がない移動を行う場合】 

業務がない移動のみの休日（休日の移動日）は、業務遂行（実働）がないため、労働時間としま

せん。振替休日は生じません（休日労働ではないため） 

但し、海外出張（国内は対象外）でフライト時間が 4 時間を超える場合は、海外出張の疲労や

負担を考慮し、本学の運用として振替休日（1 日）を付与します。 

④【土曜日／日曜日／祝日の移動中に業務を行う場合】 

移動中に、受入教員から指示を受けて業務を行った場合は、時間の多少にかかわらず勤務した

ことになります。振替休日の取得が必要です。 

 

Q50 出張の移動日において、業務となるのはどのような場合ですか？ 

A：次の場合は、出張の移動（日）において「業務を行った」ことになります。 

④ 移動前後に業務を行う場合 

⑤ 業務として書類や機器などの物品を運搬している場合 

⑥ その他指揮命令により当該移動中の自由な行動が制限されている場合 

 

Q51 出張期間中の休日の移動日（実労働がない移動のみ）の場合であっても、労災保険（労災）の

適用対象となりますか？ 

A：実労働がない移動のみの休日であっても、また、事故やケガをした場合は、状況にもよりますが、

原則として労災の適用対象となります。 

 

Q52 海外出張が 14 日間に及び、業務の性格上出張期間中に休日が取れません。どうしたらよいです

か？ 

A：健康管理上、週に 1 日は休日を取得することが望ましいのですが、業務との関係で休日が取得で

きない場合も想定されます。その場合、予め出張の前後に振替休日を指定し、必ず取得すること

で 4 週 4 休を遵守してください。 

 

９．休暇について 
Q53 年次有給休暇（以下、年休）以外の休暇はありますか？また、休暇を取得する場合にはどのよ

うな手続が必要ですか？ 

A：本大学では、年休の他に特別休暇の制度を設けています。詳細は、学校法人立命館教職員休暇規程

および「学校法人立命館 特別休暇等制度一覧および届出書類（2020年 4月～）【資料Ｇ】」 

を参照してください。なお、休暇を取得する場合には、所定様式により事前に手続を行ってください。

所定様式は研究部の HP からダウンロードできます。 

 

Q54 2 年目の雇用になります。年休は次年度に限り繰越ができると聞きましたが、何日取得できま

すか？ 

A：取得しなかった年休は、次年度に限り繰越すことができます。 
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＜例＞専門研究員として雇用されている方が、1 年目に 7 日間の年休を取得した場合 

 ○ 雇用 1 年目 付与日数 10 日 – 取得日数 7 日 = 繰越日数 3 日 
       ↓↓ 

○ 雇用 2 年目 付与日数 11 日         + 繰越日数 3 日 = 14 日 
※2 年目の開始時点で前年度からの繰越分を含め、14 日間の年休が付与される 

 

＜参考＞「学校法人立命館教職員休暇規程」別表 1 

継続年数

 

 

 

週所定勤務日数 

1年目 2年目 3年目 4年目 5年目 6年目 7年目 8年目以上

5日以上 10日 11日 12日 14日 16日 18日 20日 21日 

4日 7日 8日 9日 10日 12日 13日 15日 16日 

3日 5日 6日 6日 8日 9日 10日 11日 12日 

2日 3日 4日 4日 5日 6日 6日 7日 8日 

1日 1日 2日 2日 2日 3日 3日 3日 4日 
 

付与される年休の日数は、「学校法人立命館教職員休暇規程」または研究部の HP で確認してくだ

さい。また、リサーチオフィスに申し出て確認することもできます。 
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Q55 半日や時間を単位として年休を取得することは可能ですか？ 

A：通常の勤務時間管理の場合、下表の区分で半日や 30 分単位の休暇を取得可能です。 

＜参考＞「学校法人立命館教職員休暇規程」別表６ 

職種

 

 

 

 

 

休暇制度 

大学教員・研究員 

右記を除く大学教員および研究員 専門業務型裁量労働制を適用する

大学教員および研究員、非常勤講

師、授業担当講師、APU兼任教員

年次有給休暇 1日・半日 1日 

慶弔休暇 1日 1日 

特 

別 

休 

暇 

公民権の行使 1日・半日 1日 

裁判員等 1日・半日 1日 

公職執行 1日・半日 1日 

骨髄提供 1日・半日 1日 

被災 1日・半日 1日 

看護 1日・30分 1日・30分 

介護 1日・30分 1日・30分 

配偶者出産 1日・半日 1日 

感染症 1日 1日 

私傷病 1日・半日 1日 

ワーク・ライフ・バランス 1日・30分 1日 

その他法人が認めた休暇 必要と認めた単位 

母 

性 

保 

護 

生理 1日・半日 1日 

産前 1日 1日 

産後 1日 1日 

妊娠障害 1日・半日 1日 

 
Q56 こみいった用事で年休を取得しなければなりません。受入教員に年休を取得する理由を明らか

にしなければいけませんか？ 

A：受入教員に対して年休を取得する理由を説明する必要はありません。また、「出勤簿」に年休を取

得する理由を記載する必要もありません。 
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１０．出勤簿について 
Q57 勤務の計画や勤務の結果は、どのような方法で受入教員に提出するのですか？ 

A：次の 2 つの書類が基本となります。 

①毎月月末までに、｢勤務計画申請書｣により翌月の勤務の計画を提出 

②毎月月初までに、｢出勤簿｣により前月の勤務の結果を提出 

 

＊本大学では、通常の勤務時間管理の場合、「出勤簿」の提出によって勤務時間管理を行いますので、

時間を記載する際には、次の点に注意してください。 

① 「労働時間の状況」の把握であり、「自主研究」を行った時間は含みません。 

② 就業規則および雇用契約書で定めている就業日以外の日については、記入する必要はありま

せん。 

③ 研究業務のみ記載ください（授業担当時間の記載は必要ありません) 

｢出勤簿｣以外にも、所定様式により手続が必要なものがありますが、いずれも研究部の HP からダウ

ンロードして手続を行ってください。 

 

Q58 「出勤簿」を提出後に修正したい場合、どのようにすればよいですか？ 

A：修正を行う場合、修正箇所に二重線を引いてその上に訂正印を押印し、正しい内容をご記入いた

だき、受入教員に提出してください。 

 

 

１１．その他 
Q59 学外の研究資金により雇用されており、当該組織の様式により勤務状況を報告することになっ

ています。「出勤簿」も提出しなければなりませんか？ 

A：学外研究資金を提供する組織の様式、および本学所定の「出勤簿」いずれも提出してください。  

 

Q60 健康に関する相談窓口はありますか？ 

A：体調が優れない場合等は、 本学の産業医による健康相談、保健指導を受けることができます。  

ご遠慮なく申し出てください。  

■人事課 保健師（朱雀キャンパス） 

 MAIL：r-eisei@st.ritsumei.ac.jp （内線：510－2187） 

 

Q61 専門業務型裁量労働制に関わる相談や苦情を受付ける窓口はありますか？ 

A：専門業務型裁量労働制や労働時間その他の問題に関する相談や苦情等がある場合は、下記窓口に

ご相談ください。 

    ■人事課 課長(朱雀キャンパス)  

      TEL：075-813-8150  

         (土・日・祝日・大学休業日を除く 09:30～11-30 と 13:00～17:00) 
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1 

 

 

 

専門業務型裁量労働制における勤務手続きのフロー及び様式集 

 

 

■勤務に関するフロー及び帳票 

 ①『「専門業務型裁量労働制」における勤務手続のフロー』  【資料Ａ】 

 ②『20**年*月 勤務計画申請書』(特別招聘研究教員/研究教員/専門研究員/研究員用) 【資料Ｂ】 

 ③『20**年*月 勤務計画申請書』(招聘研究教員/客員研究教員) 【資料Ｃ】 

 ④『20**年*月 勤務状況自己申告書』(特別招聘研究教員/研究教員/専門研究員/研究員用) 【資料Ｄ】 

 ⑤『20**年*月 勤務状況自己申告書』(招聘研究教員/客員研究教員) 【資料Ｅ】 

 ⑥『20**年*月 深夜勤務命令(兼申請)書』 【資料Ｆ】 

 

■休日・休暇に関する帳票 

 ①『学校法人立命館 特別休暇等制度一覧および届出書類（2021 年 6月～）』 【資料Ｇ】 

 ②『①妊娠通院保障、②妊娠通勤緩和、③育児時間、④育児勤務時間短縮、 【資料Ｈ】 

⑤育児時差勤務 、⑥介護勤務時間短縮、⑦介護時差勤務 取得届』 

 

 

■「専門業務型裁量労働制」研究部 HP 

 http://www.ritsumei.ac.jp/research/member/researcher_appointment/ra02.html/ 

 

資料 5
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労働時間管理者
(受入研究者または研究代表者)

研究系教員 ※、
専門研究員、研究員

研究企画課 各リサーチオフィス 人事課 備考

　※研究系教員：

　　 特別招聘教員、招聘教員 *1 年度分をまとめて
　　 研究教員、客員研究教員  研究部HPにupします

*2 専門研究員と
研究員の深夜勤務

 は認めません

　　修正の指示
　　深夜勤務不許可の通知

*3 勤務状況自己申告
 書は毎日記入が原則
*4 労働時間管理者へ
 の送付期限は下表
参照。

*5 中心的確認事項
･業務と自主的研究の
 混同の有無

    NO ･帳票①と②間の大
　　　　　　　　　   OK  きな乖離の有無

･健康管理上問題と
 なる勤務状況の有無

    NO
           OK

帳票名
研究系教員、

専門研究員、研究員
→労働時間管理者

労働時間管理者
　→リサーチオフィス

リサーチオフィス
→人事課

勤務計画申請書 毎月22日 毎月25日 毎月末日

勤務状況自己申告書 毎月02日 毎月05日 毎月08日

深夜勤務命令書
申請/承認
→必要に応じ随時月締め
→毎月03日

毎月06日 毎月08日

「専門業務型裁量労働制」における勤務手続のフロー

【各帳票の提出期限】　＊各月の暦により、提出日を変更することがあります。

http://www.ritsumei.ac.jp
/research/member/resea
rcher_appointment/ra02.h
tml/

③深夜勤務命令書 *2

記入 *5
内容確認

①

原本 ②

原本を保管

勤務状況把握

②勤務状況自己

①勤務計画

HPに様式UP *1

①取り込み
作成/押印 *3

①受領

管理者に送付 *4

①押印

修正/再送付

①受領

状況報告書状況報告状況報告書

受領

給与支給手続
①写を保管

①写を保管

記入
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所　属 研究機構

氏名

氏名

※受入教員（研究代表者）の押印または署名は、研究教員（助教）、専門研究員、研究員のみ必要

1 日

2 月

3 火

4 水

5 木

6 金

7 土

8 日

9 月

10 火

11 水

12 木

13 金

14 土

15 日

16 月

17 火

18 水

19 木

20 金

21 土

22 日

23 月

24 火

25 水

26 木

27 金

28 土

29 日

30 祝

前年度分 0日 リサーチオフィス確認

本年度分 10日

0日

月日（）

月日（）

【特別招聘研究教員/研究教員/専門研究員/研究員用】 <研究部様式　第１号>

20＊＊年＊月　勤務計画申請書

教職員番号 XXXXXXX プルダウンリストより所属研究機構を選択

日 曜
　　　　学外勤務（出張、自宅勤務など)の予定
　　　　例外勤務(深夜勤務、休日勤務)の予定　　など
　　　　休暇・振替休日等の取得予定

学外勤務・例外勤務の業務内容　　など 備考

立命　太郎

朱雀　花子

雇用種別
プルダウンリストより

雇用種別を選択

受入教員、または研究代表者(労働時間管理者)

出張　→※別途、出張手続きが必要です ●●●学会／東京

出張　→※別途、出張手続きが必要です ●●●学会／東京

出張　→※別途、出張手続きが必要です ●●●学会／東京

振替休日 4月8日分

振替休日 4月7日分

■■■■反応実験 10:00-23:00

■■■■反応実験 10:00-23:00

■■■■反応実験の準備 →※振替休日の取得予定を確認してください 09:00-15:00

振替休日 4月15日分

自宅 実験データまとめ資料作成

自宅 実験データまとめ資料作成

京都大学図書館 文献調査

年次有給休暇 2018／1日目

申請書提出期限
　　　本人　　　　　　　　　　　労働時間管理者

労働時間管理者　　　　　　　リサーチオフィス

●やむを得ない事情で休日勤務を行う必要がある場合は、本申請書に記載し、必ず事前に労働時間管理者の承認を得てください。
　 その場合、当該休日を他の勤務日に振替え、その振替休日を前後2週間以内に取得してください。（振替休日取得予定日も併せて
   記載してください）
●年次有給休暇(年休)取得の予定がある場合は、本申請書に記載し、事前に労働時間管理者の了承を得てください。
　　※振替休日未取得分を保有されている場合は、振替休日を優先して取得してください。
　　なお、その他の休暇を取得する場合や、欠勤する場合には、「特別休暇届」（別様式）に必要事項を記載のうえ、原則として、事前に労働時間管理
　 者の了承を得てください。
●学外で勤務する場合(出張や自宅勤務など)は、勤務する場所や業務内容を記載してください。
　 ただし自宅勤務の場合には、休日勤務および深夜勤務は認められません。
●やむを得ない理由により深夜勤務を行う必要がある場合は、「深夜勤務簿」(別様式)に必要事項を記載のうえ、必ず事前に労働
　 時間管理者の承認を得てください。
   ただし、専門研究員、研究員については健康上の配慮から、いかなる場合も深夜勤務は一切認められません。
●本申請書の予定を変更する場合は、メールや電話等により、事前に労働時間管理者に連絡してください。
●前月末時点での年次有給休暇残日数および振替休日未取得日数を記載し、各自で把握をしてください。

（前月末時点での） 年休残日数

（前月末時点での） 振替休日未取得日数

記入例

※休日にやむなく出勤される場合は、振替
休日を取得してください。

※申請された内容が「業務」か、
「自発的研究」かを厳密に確認してください

※前年度分の年次有給休暇を保有されてい
る場合は、前年度分より取得してください。
但し、振替休日未取得分を保有されている
場合は、振替休日を優先して取得してくださ
い。

研究業務のみ記載ください（授業担当時間の記載は必要ありません）
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所　属 研究機構

氏名

氏名

6 時間 30 分

1 土

2 日

3 月

4 火

5 水

6 木

7 金

8 土

9 日

10 月

11 火

12 水

13 木

14 金

15 土

16 日

17 月

18 火

19 水

20 木

21 金

22 土

23 日

24 月

25 火

26 水

27 木

28 金

29 祝

30 日

前年度分 0日 リサーチオフィス確認

本年度分 5日

0日

●やむを得ない事情で休日勤務を行う必要がある場合は、本申請書に記載し、必ず事前に労働時間管理者の承認を得てください。
　 その場合、当該休日を他の勤務日に振替え、その振替休日を前後2週間以内に取得してください。（振替休日取得予定日も併せて
   記載してください）
●年次有給休暇(年休)取得の予定がある場合は、本申請書に記載し、事前に労働時間管理者の了承を得てください。
　　※振替休日未取得分を保有されている場合は、振替休日を優先して取得してください。
　 なお、その他の休暇を取得する場合や、欠勤する場合には、「特別休暇届」（別様式）に必要事項を記載のうえ、原則として、事前に労働時間管理
　 者の了承を得てください。
●学外で勤務する場合(出張や自宅勤務など)は、勤務する場所や業務内容を記載してください。
　 ただし自宅勤務の場合には、休日勤務および深夜勤務は認められません。
●やむを得ない理由により深夜勤務を行う必要がある場合は、「深夜勤務簿」(別様式)に必要事項を記載のうえ、必ず事前に労働
　 時間管理者の承認を得てください。
●本申請書の予定を変更する場合は、メールや電話等により、事前に労働時間管理者に連絡してください。
●前月末時点での年次有給休暇残日数および振替休日未取得日数を記載し、各自で把握をしてください。

（前月末時点での） 年休残日数

（前月末時点での） 振替休日未取得日数

申請書提出期限
　　　本人　　　　　　　　　　　労働時間管理者

労働時間管理者　　　　　　　リサーチオフィス

年次有給休暇 2017/1日目

自宅 実験データまとめ資料作成

自宅 実験データまとめ資料作成

振替休日 4月16日分

■■■■反応実験 10:00-23:00

■■■■反応実験 10:00-23:00

■■■■反応実験の準備 →※振替休日の取得予定を確認してください 09：00-15：00

振替休日 4月9日分

振替休日 4月8日分

出張　　→※別途、出張手続が必要です ●●●学会／東京

出張　　→※別途、出張手続が必要です ●●●学会／東京

出張　　→※別途、出張手続が必要です ●●●学会／東京

京都大学図書館 文献調査

京都大学図書館 文献調査

学外勤務・例外勤務の業務内容　　など 備考

勤務日数 3 日／週

1日の勤務時間

日 曜
　　　　学外勤務（出張、自宅勤務など)の予定
　　　　例外勤務(深夜勤務、休日勤務)の予定　　など
　　　　休暇・振替休日等の取得予定

雇用種別
プルダウンリストより

雇用種別を選択

受入教員、または研究代表者(労働時間管理者)　

【招聘研究教員/客員研究教員用】 <研究部様式　第１号>

20＊＊年＊月　勤務計画申請書

教職員番号 XXXXXXX プルダウンリストより所属研究機構を選択

立命　太郎

朱雀　花子

記入例

※休日にやむなく出勤される場合は、振替
休日を取得してください。

※申請された内容が「業務」か、
「自発的研究」かを厳密に確認してください

※前年度分の年次有給休暇を保有されてい
る場合は、前年度分より取得してください。
但し、振替休日未取得分を保有されている
場合は、振替休日を優先して取得してくださ
い。
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【特別招聘研究教員/研究教員/専門研究員/研究員用】

※受入教員（研究代表者）の署名または押印は、研究教員（助教）、専門研究員、研究員のみ必要

＊「実働時間」…休憩時間・自己の研究に要した時間を除いた時間

1 土

2 日

3 月 9:00 17:30 7.5

4 火 9:30 18:30 8.0

5 水 9:00 17:30 7.5

6 木 10:00 19:30 8.5

7 金

8 土

9 日

10 月 9:00 17:30 7.5

11 火 9:00 17:30 7.5

12 水 10:00 20:30 9.5

13 木 : : ○

14 金 11:00 21:30 9.5

15 土

16 日

17 月 13:00 18:30 5.5

18 火 10:00 16:30 5.5

19 水 9:00 17:30 7.5

20 木 11:30 15:30 4.5

21 金 10:30 16:00 5.5

22 土 11:30 15:30 4.5

23 日 8:30 21:00 11.5

24 月 10:30 14:30 4.0

25 火 9:00 17:30 7.5

26 水 ○

27 木 ○

28 金 9:00 17:30 7.5

29 祝

30 日

129.0

2017年4月 基本実働時間： 150.0 ﾘｻｰﾁｵﾌｨｽ確認

前年度分 0日

本年度分 9日

（今月末時点での） 0日

立命　太郎

朱雀　花子

申告書提出期限
　　　本人　　　　　　　労働時間管理者

労働時間管理者　　　リサーチオフィス

本様式の作成・提出は、専門業務型裁量労働制が適用される方の健康・福祉を確保することを目的としています｡

●休日にやむなく出勤される場合は、休日を他の勤務日に振り替え、前後2週間以内に取得してください。
　 その場合は、「休暇取得」欄に○を記入し、備考欄には　「○月○日休日出勤の振替」と記入してください。
●年次有給休暇は、別紙「勤務計画申請書」により事前に労働時間管理者に届出たうえで、「休暇取得」欄に○を記入してください。
　 （ただし、労働基準法第３９条第４項により、年次有給休暇が請求された時季に有給休暇を与えることが、研究活動等の正常な
　　活動を妨げる場合には、労働時間管理者は他の時季に変更することができます。）
　　※振替休日未取得分を保有されている場合は、振替休日を優先して取得してください。
●1日の勤務時間（「自己責任における研修・研鑽」など業務以外の内容は含みません）の「開始時間」と「終了時間」および
   「実働時間」を記入し、毎月労働時間管理者に提出してください。
●深夜におよぶ勤務（２２時以降５時まで）については、就業規則にもとづき、別紙「深夜勤務命令書」を作成のうえ、必ず事前に労働
　 時間管理者の許可を得てください。ただし、専門研究員、研究員については深夜勤務は一切認められません。
●「備考」欄には、出張など、学外で業務を行った場合の場所・時間を記入してください。
●当月末時点での年次有給休暇残日数および振替休日未取得日数を記載し、各自で把握をしてください。

事務局
作業項目

（今月末時点での） 年休残日数

振替休日未取得日数

○○大学○○研究所でのデータ分析

 東京へ移動

×4ｈ超過勤務　○○学会参加（東京大学）

×前日分調整

 4月22日（土）勤務分の振替

4月23日（日）勤務分の振替

欠勤

府立図書館　3時間

年次有給休暇（2017／1日目）

日 曜
勤務

開始時刻
勤務

終了時刻
実働時間

休暇取得
（休日以外）

備　考
　（出張など、事業場外で業務を行った場合の場所や

休日勤務の内容および振替休日取得等を記入してください）

○○大学での研究打ち合わせ

受入教員、または研究代表者(労働時間管理者) 氏名

<研究部様式　第２号>

20年＊＊年＊月 勤務状況自己申告書

教職員番号 XXXXXXX 所　属 プルダウンリストより所属研究機構を選択 研究機構

雇用種別
プルダウンリストより

雇用種別を選択
氏名

記入例

×欠勤は給与減額となります。

振替休日未取得分を保有されている場合は、振替休日を優先して

取得してください。また、振替休日未取得分を保有されていない場合

は、年次有給休暇を取得してください。

単なる移動や学会等がない場合は、時刻の記入はしないでください。

単なる移動のみの場合は、振替休日は付与されま

せん。

裁量労働には超過勤務はあり
ません。従って、超過勤務分を
調整もありません。

研究業務のみ記載ください（授業担当時間の記載は必要ありません）
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【招聘研究教員／客員研究教員用】

6 時間 30 分

＊「実働時間」…休憩時間・自己の研究に要した時間を除いた時間

1 土

2 日

3 月 6.5

4 火 6.5

5 水 6.5

6 木

7 金

8 土

9 日

10 月 6.5

11 火

12 水

13 木 6.5

14 金 6.5

15 土

16 日

17 月 6.5

18 火

19 水

20 木 6.5

21 金 6.5

22 土 6.5

23 日 6.5

24 月 6.5

25 火

26 水  ○

27 木 ○

28 金 ○

29 土

30 日

78.0
ﾘｻｰﾁｵﾌｨｽ確認

前年度分 0日

本年度分 4日

0日

　　　本人　　　　　　　労働時間管理者

労働時間管理者　　　リサーチオフィス

本様式の作成・提出は、専門業務型裁量労働制が適用される方の健康・福祉を確保することを目的としています｡

●休日にやむなく出勤される場合は、休日を他の勤務日に振り替え、前後2週間以内に取得してください。
　 その場合は、「休暇取得」欄に○を記入し、備考欄には　「○月○日休日出勤の振替」と記入してください。
●年次有給休暇は、別紙「勤務計画申請書」により事前に労働時間管理者に届出たうえで、「休暇取得」欄に○を記入してください。
　 （ただし、労働基準法第３９条第４項により、年次有給休暇が請求された時季に有給休暇を与えることが、研究活動等の正常な
　　活動を妨げる場合には、労働時間管理者は他の時季に変更することができます。）
　　※振替休日未取得分を保有されている場合は、振替休日を優先して取得してください。
●1日の勤務時間（「自己責任における研修・研鑽」など業務以外の内容は含みません）の「開始時間」と「終了時間」および
   「実働時間」を記入し、毎月労働時間管理者に提出してください。
●深夜におよぶ勤務（２２時以降５時まで）については、就業規則にもとづき、別紙「深夜勤務命令書」を作成のうえ、必ず事前に労働
　 時間管理者の許可を得てください。
●「備考」欄には、出張など、学外で業務を行った場合の場所・時間を記入してください。
●当月末時点での年次有給休暇残日数および振替休日未取得日数を記載し、各自で把握をしてください。

事務局作業項目

（今月末時点での） 年休残日数

（今月末時点での） 振替休日未取得日数

申告書
提出期限

年次有給休暇（2017／1日目）

 4月23日（日）勤務分の振替　

4月22日（土）勤務分の振替

10:30 18:30 ○○学会参加（東京大学）

9:00 17:30

11:00 18:00  東京へ移動

10:00 18:30

9:00 16:30 ○○大学○○研究所でのデータ分析

10:00 20:30

9:00 17:30 府立図書館　3時間

9:00 17:30

10:00 19:30 ○○大学での研究打ち合わせ

9:30 17:00

9:00 17:30

9:00 16:30

受入教員、または研究代表者(労働時間管理者) 氏名

実働時間
休暇取得

（休日以外）

備　考
　（出張など、事業場外で業務を行った場合の場所や

休日勤務の内容および振替休日取得等を記入してください）

勤務日数 3 日／週

1日の勤務時間

日 曜
勤務

開始時刻
勤務

終了時刻

朱雀　花子

<研究部様式　第２号>

20＊＊年＊月 勤務状況自己申告書

教職員番号 XXXXXXX 所　属 プルダウンリストより所属研究機構を選択 研究機構

雇用種別
プルダウンリストより

雇用種別を選択
氏名 立命　太郎

記入例

×単なる移動や学会等がない場合は、時刻

の記入はしないでください。

×単なる移動の場合は、振替休日は付与さ

れません。
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【研究系教員用】

教職員番号 所属 雇用種別 氏名

本人印
or 署名

申請日
管理者
判断

4月7日
22:00

～
4月7日
23:30

 4月5日 22時00分 ～ 23時30分

4月18日
22：00

～
4月19日
00：30

 4月15日 ～

4月25日
22：00

～
4月25日
23:00

 4月19日 ～

*月**日
**：**

～
*月**日
**：**

～

*月**日
**：**

～
*月**日
**：**

～

*月**日
**：**

～
*月**日
**：**

～

<研究部様式　第４号>

20＊＊年＊月　深夜勤務命令(兼申請)書

******* 総合科学技術研究機構 研究教員 　　　立命　　太郎
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(押印または署名)

受入教員または研究代表者(労働時間管理者)氏名
　
　　朱雀　　京子
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(押印または署名)

以下の通り、深夜勤務を必要としますので、命令(申請)します。

深夜勤務を必要とする日、時間 深夜勤務を必要とする理由 深夜勤務の結果 ※事務局使用欄

○○についての反応実験を行う。同実験には
最低▲▲時間を要し、途中で実験を中断するこ
とができないため。

週明けに予定があるため、前倒しで研究をして
おきたい。

研究論文の参考とするため、文献の検索を行
いたい。

【注意事項】

　①専門研究員および研究員の深夜勤務は認めていません。

　②やむを得ない理由により深夜勤務が必要な場合は、その都度必要事項を記入し、労働時間管理者に申請し、許可を受けてください。

　　 許可を受けずに深夜勤務を行っても、「深夜割増賃金」の支払いはできませんので、予めご承知ください。

　③深夜勤務をされた場合、本命令書を＊月＊日(＊）までに労働時間管理者に提出してください。

　　＊労働時間管理者は、内容を点検のうえ、＊月＊日（＊）までに所属キャンパスのリサーチオフィスに提出してください。

許可

不許可

許可

不許可

許可

不許可

許可

不許可

許可

不許可

許可

不許可

記入例

許可

不許可

許可

不許可

許可

不許可

許可

不許可

許可

不許可

許可

不許可
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↓人事WEBはこちら
https://secure.ritsumei.ac.jp/staff-all/unitas/hrweb/work/work-life.html/

↓研究部HPはこちら
http://www.ritsumei.ac.jp/research/member/researcher_appointment/ra02.html/

学校法⼈⽴命館 特別休暇等制度⼀覧および届出書類（2021年6⽉ ）

１．慶弔休暇、特別休暇、⺟性保護のための休暇関連
休暇制度 制度の概要 対応書式

結婚 教職員本人の結婚時に使用できる休暇です。 書式１

忌服 教職員の家族・親族の弔事に使用できる休暇です。 書式２

公⺠権⾏使
選挙権や被選挙権など「公⺠としての権利」を⾏使する際に、業務を休む必要がある場合に使用
できる休暇です。

裁判員、証人、
鑑定人、参考人等

裁判員、補充裁判員、裁判員候補者、証人、鑑定人、参考人等として官公署へ出頭する場合に使
用できる休暇です。

法人の承認を得た
公職活動

法人の承認を得て公職についた教職員が予め承認を得て公職を執⾏する場合に使用できる休暇で
す。

骨髄提供
教職員本人が骨髄提供者（ドナー）となる際、確認検査や採取の際の入院等で業務を休む必要が
ある際に取得できる休暇です。

被災 地震、火事、水害、その他の自然災害により住居に被害を受けた場合に取得できる休暇です。

看護

中学校就学の始期に達するまでの⼦について、⼦の負傷または疾病の世話、⺟⼦保健法に定める
健康診査および予防接種をするために業務を休む必要がある場合に取得できる休暇です。
※自治体が実施する健康診断ならびに保育園・幼稚園・小学校に通園・通学するために必要な健康診断（入園
前健診、入学前健診を含む）についても、本休暇の対象とします。

書式４

介護
要介護状態（厚⽣労働省が定める「要介護状態」および要介護１）にある家族の介護を⾏うため
に業務を休む必要がある場合に取得できる休暇です。

書式５

配偶者出産 配偶者が出産する際に取得できる休暇です。 書式６

感染症
教職員が、感染症法に定める１類から５類までの感染症・指定感染症・新型インフルエンザおよ
び季節型インフルエンザに罹患し、休暇を必要とする場合に取得できる休暇です。

書式7

私傷病
教職員が私的な負傷または疾病のため療養・通院する必要があり、その勤務しないことがやむを
得ないと認められる場合に取得できる休暇です。

書式8

ワーク・ライフ・
バランス

仕事と⽣活の調和、推進のために取得できる休暇です。取得事由を問わず利用可能です。
（※）ワーク・ライフ・バランス休暇は、勤務管理をシステムで⾏っている教職員については、書類提出は不要です。

書式９
（※）

⽣理休暇
⽣理で就業が著しく困難な場合に取得可能な休暇です。
必要日数の取得が可能ですが、有給の取り扱いとなる対象職種・日数に限りがあります。 書式１０

産前休暇 出産予定日の８週間前（多胎妊娠の場合は１４週間）より、出産日まで取得可能です。

産後休暇
出産の日の翌日から８週間は産後休暇の取得が必要です。ただし、産後６週間を経過後、復職を
可とする医師の診断証明書が発⾏された場合には、復職を請求することが可能です。

妊娠障害休暇
妊娠障害により、医師から休業や勤務時間短縮等の就業配慮措置を指示された場合に取得が可能
です。 書式１２

※休暇取得時の給与の取り扱い（有給・無給）については、各職種の給与規程で確認してください。

２．その他勤務・休暇関連届出事項

届出様式 届出内容 対応書式

年次有給休暇届
①連続6就業日以上の取得、②傷病による連続5日以上の取得、③産前産後休暇・育児介護休業・
退職・⻑期⽋勤に連続する年休取得、のいずれかを⾏う場合に提出してください。

書式へ
（外部リン
ク）

⽋勤届
病気その他やむを得ない事由により⽋勤するとき（したとき）に提出してください。
なお、⽋勤については、給与賞与の減額や翌年度の年休付与に影響が⽣じます。
詳しくは給与規程・休暇規程でご確認ください。

書式へ
（外部リン
ク）

海外渡航届
海外に業務外で渡航する（⺟国への帰国も含む）際に、渡航前に提出してください。
なお、渡航先の治安情報・感染症情報については外務省の「海外安全情報」を必ず確認するとと
もに、

書式へ
（外部リン
ク）

以下表内の各「対応書式」は、⼈事WEB、又は研究部ＨＰよりダウンロードください。

書式３

⺟
性
保
護
の

た
め
の
休
暇

特
別
休
暇

慶
弔
休
暇

書式１１
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　提出先：リサーチオフィス

○印

妊娠週数（通院日現在）：　　　　　週 出産予定日：　　　　年　　　月　　　日

前回取得日：　　　　年　　　月　　　日

利用公共交通機関：　　　　　　　　　　　 利用交通用具：

出産予定日：　　　　年　　　月　　　日

＊対象の子の生年月日を確認できる書類（保険証等）の写しを添付

取得後の勤務時間　（　　　時　　　分　～　　　時　　　分）

子の氏名：　　　　　　　　　（続柄：　 　　） ・ 生年月日　　　　年　　　月　　　日（　　ヶ月）

＊年度ごとに毎年、対象の子の生年月日を確認できる書類（保険証等）の写しを添付して申請

取得後の勤務時間　（　　　時　　　分　～　　　時　　　分）

子の氏名：　　　　　　　　　（続柄：　 　　） ・ 生年月日　　　　年　　　月　　　日（　　　歳）

＊年度ごとに毎年、対象の子の生年月日を確認できる書類（保険証等）の写しを添付して申請

時差の勤務時間　（　　　時　　　分　～　　　時　　　分）

子の氏名：　　　　　　　　　（続柄：　 　　） ・ 生年月日　　　　年　　　月　　　日（　　　歳）

＊取得日数を通算するため実際の取得期間で都度申請、必要書類を添付

取得後の勤務時間　（　　　時　　　分　～　　　時　　　分）

対象家族の氏名：　　　　　　　　　（続柄：　 　　） ・ 生年月日　　　　年　　　月　　　日

＊年度ごとに毎年、必要書類を添付して申請

時差の勤務時間　（　　　時　　　分　～　　　時　　　分）

対象家族の氏名：　　　　　　　　　（続柄：　 　　） ・ 生年月日　　　　年　　　月　　　日

②妊娠の通勤緩和

④育児のための
　　勤務時間短縮

＊領収証および健診開始時間が確認できる予約票等の写しを添付（予約票が無い場合は領収証に予約時間を明記）

【必要時間】病院での所要時間：（　　　時　　　分　～　　　時　　　分）＋通院・通勤に要する時間

【必要時間取得後の勤務時間】：（　　　時　　　分　～　　　時　　　分）

　※必要時間以外の時間帯は勤務とし、休む場合は半日年休・時間単位年休等を併用すること
①妊娠の
　　通院時間保障
　　（必要時間）

コメント

書式【3】

　　　　　　①妊娠の通院時間保障　　②妊娠の通勤緩和　　③育児時間（生後1年未満）
　　　　　　④育児のための勤務時間短縮　　⑤育児のための時差勤務 
　　　　　　⑥介護のための勤務時間短縮　　⑦介護のための時差勤務　取得届

所　属

教職員番号 　　　             　　　　　印

職　位

届出日

取得期間

所
属
長
印

所属長
確認欄

コメント欄

給
与
厚
生
課

　　　年　　　月　　　日

氏　名

担当

　　　年　　　月　　　日　～　　　年　　　月　　　日　　取得日数・時間：（　　　）日・ヶ月・時間

取得後の勤務時間　（　　　時　　　分　～　　　時　　　分）

休暇制度　（※取得条件・添付書類を別紙一覧で確認ください）

③育児時間
　（生後1歳未満）

⑦介護のための
　　時差勤務
 （専任教職員のみ）

担当部長 次長 課長 RO担当

　　　－　　－

⑤育児のための
　　時差勤務
 （専任教職員のみ）

⑥介護のための
　　勤務時間短縮

契常特休　受付No．

受付日　　年　　月　　日

【特別招聘研究教員・研究教員・専門研究員・研究員用】

【病院の住所・名称】：

課長

＊通院保障時間の場合：病院での必要な時間＋移動時間での申請となっているか確認
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【取得条件・添付書類一覧】

＜妊娠の通院時間保障＞

【取得回数】

＜妊娠の通勤緩和＞

＜育児時間（生後1年未満）＞

＜育児のための勤務時間短縮＞

＜育児のための時差勤務＞　専任教職員のみ取得可

【特別招聘研究教員・研究教員・専門研究員・研究員用】

取得対象

給与の扱い

添付書類
初回のみ添付：出産予定日を証明する書類
　（出産予定日証明書または母子手帳の表紙(氏名欄)＋予定日記入ページの写し）

取得対象

内容
産前休暇前までの期間で申請

1日1時間の範囲で、通勤緩和のための遅刻および早退を認める（取得単位30分）

専任・契約・常勤講師ともに有給の扱い

妊娠している女性教職員が、交通混雑を避けるために必要な場合で、徒歩通勤者を除き認める
※公共交通機関を利用して通勤する者のほか、自動車等交通用具を使用して通勤する者も認める
申請後、取得時間帯の変更を申し出たい場合は、再度申請が必要

届は通院日ごとに提出（出産予定日報告書を未提出の場合は併せて提出）

毎回添付：健診開始時間が確認できる予約票等の写しおよび当日の病院領収証の写し

給与の扱い 専任・契約・常勤講師ともに有給の扱い

添付書類
（出産予定日報告書を未提出の場合は併せて提出）

取得対象 満1歳未満の子を養育する女性教職員

内容
子の１歳の誕生日前日までの期間で申請

1日について2回（1回について30分）の育児時間を取得できる。1日1回1時間とすることも可。

取得対象期間 中学校就学の始期に達するまで

取得上限時
間

給与の扱い 専任・契約・常勤講師ともに有給の扱い

添付書類 子の生年月日を確認できる書類（保険証の写しなど）

取得上限時
間

一日最大1時間の時差勤務を行うことができる（取得単位30分）

一日最大2時間とする（取得単位30分）。2時間を出退勤時間の前後にまとめての取得も可。　　　　　　　　

給与の扱い 専任・契約・常勤講師ともに無給

添付書類 年度ごとに毎年、子の生年月日を確認できる書類（保険証の写しなど）を添付　　　　　

妊娠している女性教職員

母子保健法の規定による保健指導または健康診査を受けるために必要な時間を請求できる（時間単位）

＊必要時間とは、定期健診に要する必要時間(病院での所要時間)＋通院・通勤に要する時間。
　必要時間以外の時間帯は勤務とし、休む場合は半日年休・時間単位年休等を併用すること。
　必要時間が1日要する場合は、それを証明できる書類の提出が必要。（証明書類がない場合は
　1日を要する理由、検査等の内容と検査にかかった時間、通院時間を口述書にて添付）

　 ①医師の診察による妊娠確定後～妊娠23週まで：4週間以内ごとに1回

　 ②妊娠24週～35週まで：2週間以内ごとに1回

　 ③妊娠36週～産前休暇前まで：1週間以内ごとに1回

※医師の指導がある場合はこの限りではない。（医師の指導により上記取得回数を超えての通院の場合は、
　母子手帳の検査・診察記録ページの写し・通院日の領収書の写しを添付）

＊保健指導・健康診査とは、産科に関する診察や諸検査と、その結果に基づいて行われる個別の
　保健指導のこと（母親教室等の参加は対象外）

　※上記対象以外の通院は、年休を取得
　　母性健康管理指導事項連絡カードまたは診断書の提出がある場合は妊娠障害休暇を取得できる

内容

添付書類 年度ごとに毎年、子の生年月日を確認できる書類（保険証の写しなど）を添付　　　　　　　　　　　　

取得対象期間

出産予定日を証明する書類（出産予定日証明書または母子手帳の表紙(氏名欄)＋予定日記入ページの写し）

中学校就学の始期に達するまで
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＜介護のための勤務時間短縮(専任)＞  

＜介護のための勤務時間短縮(契約・常勤講師)＞

＜介護のための時差勤務＞　専任教職員のみ取得可

取得対象期間

取得上限時
間

給与の扱い

添付書類

(1)配偶者、父母、子、(2)配偶者の父母、
(3)祖父母、兄弟姉妹または孫であって、教職員が同居し、かつ扶養している者

要介護対象者

要介護対象者

取得対象期間

(1)配偶者、父母、子、(2)配偶者の父母、
(3)祖父母、兄弟姉妹または孫であって、教職員が同居し、かつ扶養している者

要介護状態にあり２週間以上の常時介護を必要とする対象家族1人につき、通算して暦日93日
(介護休業日数を合算します)

取得上限時
間

給与の扱い

1日につき始業後および終業前において通算3時間を上限（取得単位30分）　
2時間を出退勤時間の前後にまとめての取得も可

無給

取得上限時
間

一日最大1時間の時差勤務を行うことができる（取得単位30分）

添付書類

要介護対象者

取得日数を通算するため、取得の都度申請（取得の際は給与厚生課にご相談ください）
①対象家族の続柄がわかる書類　＊住民票・戸籍抄（謄）本の写しなど
②２週間以上の要介護状態にあることが判る書類　
　＊要介護認定を受けており、要介護度がわかる書類・医師の診断書など

(1)配偶者、父母、子、(2)配偶者の父母、
(3)祖父母、兄弟姉妹または孫であって、教職員が同居し、かつ扶養している者

添付書類

取得対象

要介護状態にあり２週間以上の常時介護を必要とする対象家族1人につき、通算して暦日365日
(介護休業日数を合算します)

1日につき始業後および終業前において通算3時間を上限（取得単位30分）　
3時間を出退勤時間の前後にまとめての取得も可

取得日数を通算するため、取得の都度申請（取得の際は給与厚生課にご相談ください）
①対象家族の続柄がわかる書類　＊住民票・戸籍抄（謄）本の写しなど
②２週間以上の要介護状態にあることが判る書類　
　＊要介護認定を受けており、要介護度がわかる書類・医師の診断書など

無給

年度ごとに申請
①対象家族の続柄がわかる書類　＊住民票・戸籍抄（謄）本の写しなど
②２週間以上の要介護状態にあることが判る書類　
　＊要介護認定を受けており、要介護度がわかる書類・医師の診断書など

要介護状態にあり２週間以上の常時介護を必要とする家族がいる場合
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 2025 年 研究部 
公的研究費に係るコンプライアンス教育の受講および誓約書提出について 

本大学では、文部科学省による「『研究機関における公的研究費管理・監査のガイドライン

（実施基準）』および『研究活動における不正行為への対応等に関するガイドライン』への対

応について（答申）」（2014 年 12 月 24 日常任理事会   議決）に基づき、公的研究費の不正使

用防止と適正な執行を確保するための対応を行っております。  
本学に所属する教員・研究者に対し、研究費執行にかかわるコンプライアンス教育の受講およ

び誓約書の提出をお願いしております。特に、公的研究費を受給・新規応募する研究者につい

ては、受講・提出を必須としています（誓約書の提出が無い場合は、公的研究費の受給・申

請、管理が出来ません）。  
新規着任者の皆様におかれましては、着任時にコンプライアンス教育の受講ならびに誓約書の

提出をお願いしたく、下記を参考にご提出いただきますよう、よろしくお願い申し上げます。 
【受講および提出方法】 
研究部 HP（「研究費適正執行」 「コンプライアンス教育」）にアクセスしてください。 https://secure.ritsumei.ac.jp/research/member/research_expenses/05.html/ 
 
（１）コンプライアンス教育（動画）の受講 HP 内のリンクから動画を視聴してください。（約 30 分） 
（２）公的研究費に関する理解度チェックおよび誓約書の提出 HP の内のリンクから SmartDB にアクセスし、理解度チェックを受講してください。受講完了

後、同ページから誓約書を提出してください。  
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研究倫理研修の受講と修了証書の提出等につきまして（ご案内） 

 
立命館大学（以下、本学）では、文部科学省「研究活動における不正行為への対応等に関す

るガイドライン」に基づき、本学で公的研究費（科研費等競争的資金だけでなく、本学の個人

研究費も含む）を応募または受給して研究活動に携わる教職員を対象として、日本学術振興会

が作成したｅラーニング［eL CoRE］（以下、「ｅラーニング」という。）を活用した研修の定期

的な受講を義務付けています（2021 年度を起点とする 5 年ごとの受講、次回起点は 2026 年度

です）。 
 
つきましては、2025 年度ご着任の先生方におかれましても、下記をご参照いただき、2025

年 9 月 30 日までに e ラーニング受講の上、学内システムを利用して、立命館大学長宛に「修

了証書」をご提出ください。 
 

記 
１． 受講手順について 

ｅラーニングを受講してください。ｅラーニングには章ごとに確認テストが準備されていま

すので、確認テストも受講してください。全ての章を受講後、当該システムから「修了証書」

を出力してください。 
 

 ■e ラーニング https://elcore.jsps.go.jp/top.aspx 
 ① 所要時間は 90 分（日本学術振興会）と公表されています。受講修了によりPDF で「修

了証書」を入手できます。 
② ユーザーID をお持ちでない方は、上記 URL の左側にある新規登録（個人）から、登

録手続きの上、受講してください。コースは「研究者向け」を選択してください。なお、

ｅラーニングは PC による利用を推奨しており、スマートフォンに対応していません。 
  ※ 2024 年度（2025 年 3 月末日）までに前職等でｅラーニングを受講済の方は、受講済の

ID では 2025 年度の本大学の教職員としての受講済とすることができません。大変恐

縮ですが、改めて e ラーニングを受講いただく必要がありますので、ユーザーID を新

規登録（個人）にて取得の上、受講してください。 
 
２． 学内システムでの修了証書提出について 

以下の URL へアクセス（RAINBOW ID による認証があります）の上、PDF の「修了証

書」をシステムに添付し、「登録」ボタンを、次ページで「業務開始」ボタンを押下してくだ

さい。 
 https://sdb.ritsumei.ac.jp/hibiki/BRDDocument.do?func=insert&binderId=10274 
 

３． 手続き締切日について 

  2025 年 9 月 30 日 
 

※ ご不明点、ご質問等は、以下の連絡先までお問い合わせください 

研究推進課（ E-Mail.b-rinri@st.ritsumei.ac.jp、内線Tel.515-7085 ） 

以 上 

資料 7 

-59-



1 
 

 

 

2025年4月 

研究機構所属教員 ハラスメント防止研修 

ハラスメントのない立命館大学・立命館附属校をめざして 

立命館大学・立命館附属校 

ハラスメント防止委員会事務局 

 

 このレジメは、新しく研究機構に就任された教員の皆様に、ハラスメントのない生活を送っていただくため

の自己研修用の資料です。このレジメの他に、「立命館大学ならびに学校法人立命館の設置する小学校、中学

校および高等学校ハラスメントに関する規程」には、ハラスメントの定義に始まり、規程の対象、ハラスメン

ト防止委員会組織と役割、ハラスメントを受けたと感じた人がハラスメント防止委員会に対して行うことの

できる申立ての種類や、申立て後のプロセスなどを定めています。全部で7ページです。是非ご覧ください。   

 またこの規定に基づいて規程の中のそれぞれの条文をわかりやすく解説し具体的な例を挙げて説明したも

のが「立命館大学・立命館附属校ハラスメント防止のためのガイドライン」です。こちらの方も併せてお読み

ください。 

 規程とガイドラインは立命館大学・立命館附属校ハラスメント防止委員会のWEBサイトに掲載しています。 

 https://www.ritsumei.ac.jp/mng/gl/jinji/harass/index.html 

立命館大学TOPページ → 学生生活・就職 → ハラスメントの相談 

 

 このレジメでは、その規程とガイドラインの中から、特に何がハラスメント言動にあたるのかという、ハラ

スメント防止のためにもっとも大切な定義の部分とその解説を抜粋し紹介します。年度当初にまずこれらの

項目に最低限目を通していただくことで、すぐに始まる新学期での授業や研究活動での言動に生かしていた

だきたいと願っています。 

 

１．立命館大学・立命館附属校におけるハラスメントの定義  

 まず、以下に規程の第 2 条に記載されているハラスメントの定義をご覧ください。本学では 4 つのカテゴ

リーにわけてハラスメントを定義しています。 

 

ハラスメントの定義（規程第２条より） 

「立命館大学ならびに学校法人立命館の設置する小学校、中学校および高等学校ハラスメント防止に関する 

規程」、「立命館大学・立命館附属校ハラスメント防止のためのガイドライン」（2021.4.1改正）において、 

大学で起こりやすいハラスメントを定義している。 

（１）セクシュアル・ハラスメント (セクハラ) 

立命館大学または立命館附属校における各種の活動と関連して、性的な言動により、相手に対し、不利益 

な処遇を与え、またはその活動に係る環境を害する行為（適正な権限の行使にあたるものを除く。） 

 

（２）アカデミック・ハラスメント (アカハラ) 

  立命館大学における教育活動、研究活動と関連して、教育研究上の優位な立場にもとづく言動（性的な言

動を除く。）により、相手に対し、当該教育研究上の関係において不利益な処遇を与え、またはその修学

もうしくは研究に係る環境を害する行為（教育研究上必要かつ相当な範囲のものを除く。） 

 

（３）パワー・ハラスメント (パワハラ)  

イ 立命館大学または立命館附属校における業務活動と関連して、業務上の優位な立場にもとづく言動 

 （性的な言動を除く。）により、相手に対し、当該業務上の関係において不利益な処遇を与え、また 

 はその就業に係る環境を害する行為（業務上必要かつ相当な範囲内のものを除く。） 

  

資料8
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ロ 立命館大学における学生活動と関連して、学生活動上の優位な立場にもとづく言動（性的な言動を除 

く。）により、相手方に対し、当該学生活動上の県警において不利益な処遇を与え、またはその学生 

活動に係る環境を害する行為（学生活動上必要かつ相当な範囲内のものを除く。） 

 

（４）その他のハラスメント 

前3号に掲げるもののほか、立命館大学または立命館附属校における各種の活動と関連して、不適切な 

言動により、相手に対し、不利益な処遇を与え、またはその活動に係る環境を害する行為 

 

＊上記に示す「環境を害する行為」とは……相手に対して苦痛または不快感を与えるとともに、これに 

 よって当該相手が自己の活動を行うにつき看過できない程度の障害を生じさせる行為をいう。「環境を  

害する」行為の有無の判断は、「平均的な人の感じ方」を基準にして行われる。 

＊上記の規定は、性的指向および性自認の多様性に配慮して解釈しなければならない。 

  

 ハラスメント防止のための規程とガイドラインは2021年度4月1日付で改定いたしました。改定は、労働

施策総合推進法の改正（2019.6.5公布、2020.6.1施行）が行われ、企業のパワハラ防止措置義務が法制化さ

れたことへの対応、および、同法や男女雇用機会均等法にしたがって、ジェンダーに関連したハラスメント

（性自認、性的指向等）に関する記載の追加の必要があったことなど、社会的な変化・要請に基づいています。 

 

 以下では、上の4つのカテゴリーとして定義をしたハラスメントのうち、セクシュアル・ハラスメント、ア

カデミック・ハラスメント、パワー・ハラスメントの3つについてさらに詳しくその中身を見ていきます。 

 

２．セクシュアル・ハラスメントについて 

 まず、セクシュアル・ハラスメントについて、さらに詳しくどういうことがセクシュアル・ハラスメントに

該当するのかという解説を見てみましょう。 

 

セクシュアル・ハラスメントについて（ガイドラインより該当箇所の一部抜粋） 

（１）セクシュアル・ハラスメントの定義（規程2条1項1号） 

―略― 

ここにいう「性的な言動」は、性に関する言動全般を指します。したがって、例えば、固定的な性別役割分

担意識にもとづく言動も、ここでの「性的な言動」にあたります。 

また、「性的な言動により、相手に対し、不利益な処遇を与え」ることには、「性的な言動」によって、直接

的に相手に不利益な処遇を与える場合のほか、「性的な言動」を相手に対して行い、これに対する相手の対応

を受けて不利益な処遇を与える場合が含まれます。前者にあたるものとしては、「女性にふさわしい仕事だか

ら」と言って、上司が部下の女性職員に対し、お茶汲みを命じる場合などが考えられます。また、後者にあた

るものとしては、相手に対して執拗に交際を迫り、これを断られると、職場で重要な仕事から外すといった場

合などが考えられます。 

―略― 

 

（２）セクシュアル・ハラスメントの類型 

次に、セクシュアル・ハラスメントの代表的な類型を列挙することとします。 

① 相手が望まない性的行為の誘いや身体の接触 

相手に対して執拗にまたは強制的に性的行為の誘いを行うこと、正当な理由なく相手の身体に触る 

こと、ストーカー行為を行うこと。 

② 対価型セクシュアル・ハラスメント 

相手に対して性的な言動を行い、これに対する相手の対応（拒否や抵抗）によって、相手に対し、不利 

益な処遇を与えること。例えば、相手に対して執拗に交際を迫り、これを断られると、職場で重要な仕 

事から外すことなど。 
③ 環境型セクシュアル・ハラスメント 
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相手に対して性的な言動を行うことによって、相手の修学環境、就業環境、教育・研究環境を不快な 

ものにし、相手が自己の活動（修学、就業、教育・研究）を行うにつき看過できない程度の支障を生じ 

させること。 

④ 性別により差別しようとする意識等にもとづくもの 

相手に対して性別により差別しようとする意識等にもとづく言動を行うこと。なお、このような言動に 

関して、詳しくは、「セクシュアル・ハラスメントとなりうる言動例」を参照してください。 

 

（３）性的指向および性自認の多様性とセクシュアル・ハラスメント 

セクシュアル・ハラスメントは、異性に対して行われるものに限られません。同性に対するセクシュア

ル・ハラスメントというものも、もちろんあります。また、セクシュアル・ハラスメントにおいて相手が 

受ける苦痛や不快感（規程2条2項を参照）は、相手の性的指向１）や性自認２）によって、多様な内容を 

もっていることに注意が必要です。 

―略― 

以上を踏まえると、LGBTQ（レズビアン、ゲイ、バイセクシュアル、トランスジェンダー、クエスチョニ 

ングまたはクィア）などの性的少数者に対する侮辱的な発言や、これらの者に対する性的少数者であること 

を理由とした性格、能力、行動などに関する否定的な言動がセクシュアル・ハラスメントにあたることは、 

言うまでもありません。 
１）性的指向（Sexual Orientation）：人の恋愛・性愛がどのような対象に向かうのかを示す概念。 
２）性自認（Gender Identity）：自分の性をどのように認識しているのか、どのような性のアイデンティティ 

                  （性同一性）を自分の感覚として持っているかを示す概念。 

 

３．アカデミック・ハラスメントについて 

 次に、アカデミック・ハラスメントについて、詳しくどういうことがアカデミック・ハラスメントに該当 

するのかという解説を見てみましょう。 

 

アカデミック・ハラスメントについて（ガイドラインより該当箇所の一部抜粋） 

（１）アカデミック・ハラスメントの定義（規程2条1項2号） 

―略― 

定義にあるとおり、「教育研究上必要かつ相当な範囲内のもの」については、アカデミック・ハラスメント

は成立しません。例えば、ある授業において、担当教員が、一部の受講生に対してのみ、特別の課題を与えた

という場合、これをごく形式的にみると、「当該教育研究上の関係において不利益な処遇」が与えられたと捉

えることも不可能ではありません。しかし、この特別の課題を与えるという行為が「教育研究上必要かつ相当

な範囲内のもの」であるかぎりにおいて、その行為は、アカデミック・ハラスメントにはあたりません。 

 

（２）アカデミック・ハラスメントの類型 

次に、アカデミック・ハラスメントの代表的な類型を列挙することとします。 

１）教育上のハラスメント 

   ① 嘲笑すること、大声で怒鳴ること、長時間にわたって過度な叱責を行うこと、人格を否定する発言

を行うこと 

   ② 正当な理由がないにもかかわらず必要な教育的指導を行わないこと 

   ③ 過度の課題を強要すること 

④ 学位や単位の取得と関わって不当な評価を行うこと、学位や単位の取得と関わって不公正な取扱 

 いをすること、正当な理由がないにもかかわらず学位や単位の認定をしないことをほのめかす 

 こと 

⑤ 進路就職に関して自由な選択を妨害すること 

 

２）研究上のハラスメント 

①  研究テーマを与えないこと、機器や設備を使用させないこと、研究発表の機会を不当に制限する 
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 など自由な研究活動を妨害すること 

    ②  研究成果や研究上のアイデアを不当に流用するなどして研究者を搾取すること 

 

３）その他 

① 特定の学会その他の集まりへの出席を強要すること 

② 教員が私的な用務や校務を学生にさせること 

③ 威圧的な言動を継続的に行うことで修学環境や研究環境を著しく損なうこと 

④ 正当な理由がないにもかかわらず個人情報を聞き出し、本人の同意なしに公開するなど、プライバ 

 シーを侵害すること 

 

４．パワー・ハラスメントについて 

 最後に、パワー・ハラスメントについて、詳しくどういうことがパワー・ハラスメントに該当するのかとい

う解説を見てみましょう。 

 

パワー・ハラスメントについて（ガイドラインより該当箇所の一部抜粋） 

（１）パワー・ハラスメントの定義（規程2条1項3号） 

―略― 

パワハラの定義における「優位な立場」とは、地位や役職、さらには年齢といった観点にもとづく優位性の

みを問題とするものではありません。これらのほかにも、知識や技能にもとづく優位性も、ここでは念頭に置

かれています。したがって、例えば、高度な知識と技能をもった部下の職員が上司に対してする言動も、その

内容によっては、「優位な立場にもとづく言動」にあたる場合があります。 

―略― 

 

（２）パワー・ハラスメントの類型 

次に、パワー・ハラスメントの代表的な類型を列挙することとします。 

① 身体的な攻撃（暴行を加えること、傷害を負わせること） 

   ② 精神的な攻撃（脅迫すること、暴言を発すること） 

   ③ 人間関係からの切り離し（隔離すること、仲間外れにすること、無視すること） 

   ④ 過大な要求（遂行不可能なことや業務上明らかに不要なことを強制すること） 

   ⑤ 過小な要求（業務上の合理性なく能力や経験とかけ離れた程度の低い仕事をさせること、業務上の

合理性なく仕事を与えないこと） 

   ⑥ 個の侵害（私的なことに過度に立ち入ること） 

 

 セクシュアル・ハラスメント、アカデミック・ハラスメント、パワー・ハラスメントの次に規程に掲げられ

ている「その他のハラスメント」についての例や説明についてはガイドラインをご覧ください。 

 

 何らかの言動がハラスメントであるかどうかの判断は単純ではない時があります。しかし参考までに、ハラ

スメントになり得るという言動を参考としてガイドラインに載せてあります。このレジメの最後にも「参考」

としてそれを付記しておきますので、目を通してください。 

 

５.ハラスメントのない立命館大学・立命館附属校を作るために 

 自身がハラスメントの加害者とならないためには何よりも、基本的人権を尊重する立場に立つことが重要

です。何をしてはいけないかについては上で明らかになりました。逆にハラスメントを避けるために心がける

べきことを列挙しておきます。 

 

①  現在の学生の特性(育ってきた環境の変化)を理解する。 

②  自らの言動に社会通念上の妥当性があるか、自らの言動が相手の共感を得られるかを確認する。 

③  公私のけじめをつける。 
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④  自身のパワーを自覚した行動をとる。（職位の違い、無期・有期の違い等） 

⑤  必要な指導は適切に行い、困りごとは適切に監督者に相談する。 

⑥ 人権意識を高め、日常的に基本的人権が尊重される風土(=ハラスメントを生みださない職場/ゼミ/

研究室)作りを心がける。 

 

 ハラスメントは、被害者の心身の健康を害し、時には生命をも脅かす事態につながる危険性を有していま

す。立命館大学・立命館附属校に所属するすべての構成員は、良好な教育・研究・労働環境を保証される権利

を有するとともに、良好な教育、研究、労働環境を維持する義務を負っていることを常に意識してください。 

 

以上 

 

 

 

 

 

■ セクシュアル・ハラスメントとなりうる言動例 

 

１．性的な内容の発言（性的な関心、欲求にもとづくもの） 

     ① スリーサイズを聞くことや「ちょっと太ったんじゃない」、「ちょっと痩せたんじゃない」など

身体的特徴を話題にすること 

     ② 卑猥な冗談を交わすこと 

     ③ 体調が悪そうな女性に「今日は生理日か」、「もう更年期か」などということ 

     ④ 性的な経験や性生活について質問すること 

     ⑤ 性的な噂を立てたり、性的なからかいの対象としたりすること 

     ⑥ 個人的な性的体験談を話すこと 

 

  ２．性的な行動 

（１）性的な関心、欲求にもとづくもの 

     ① 性的な関係を強要すること 

     ② 身体に不必要に接触すること 

     ③ 食事やデートにしつこく誘うこと 

     ④ 身体を執拗に眺め回すこと 

     ⑤ 性的な内容の電話をかけたり、性的な内容の手紙・メール・SNSを送ったりすること 

     ⑥ 雑誌等の猥褻な写真・記事等をわざと見せたり、読んだりすること 

     ⑦ 猥褻な写真等をPCの壁紙にすること 

 

（２）性別により差別しようとする意識等にもとづくもの 

     ① カラオケでのデュエットを強要すること 

     ② 酒席で、上司の側に座席を指定したり、お酌やチークダンスを強要したりすること 

③ ｢男のくせに根性がない」、「女には仕事を任せられない」、「女性は職場の花であればいい」な

どと発言すること 

     ④ 性別により差別しようとする意識等にもとづいて、「男の子、女の子」、「僕、坊や、お嬢さん」  

       「おじさん、おばさん」などと人格を認めないような呼び方をすること 

     ⑤ 女性であるというだけで職場でのお茶くみ、掃除、私用等を強要すること 

 

  ３．性的少数者（LGBTQ）に対する言動例 

     ① 性的指向や性自認をからかいやいじめの対象とすること 

     ② LGBTQであることをカミングアウトした人に対して嫌がらせを行うこと 

 参 考  ハラスメントとなりうる言動例 （ガイドラインより）
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     ③ ｢ホモ」など、人格を認めない呼び方をすること 

     ④ ｢ホモは触るな」「レズは気持ち悪い」など嫌悪感を表す言動 

     ⑤ ｢同性愛とか性同一性障害とかの人って、ここにはいないよね」と述べること 

    ⑥ LGBTQの人に「○○さんって、男？女？どっちだかわからないよね」と述べること 

 

 

■ パワー・ハラスメントとなりうる言動例 

 

１．身体的な攻撃（暴行・傷害） 

      ① 殴打、足蹴りを行うこと 

      ② 相手に物を投げつけること 

 

２．精神的な攻撃（脅迫・名誉毀損・侮辱・暴言） 

① 人格を否定するような言動を行うこと 

② 業務の遂行に関する必要以上に長時間にわたる厳しい叱責を繰り返し行うこと 

③ 他の教職員の面前における大声での威圧的な叱責を繰り返し行うこと 

④ 相手の能力を否定し、罵倒するような内容の電子メール等を当該相手を含む複数の者宛てに

送信すること 

 

※ ただし、遅刻などの社会ルールに反した行動がみられ、再三注意しても改善されない場合

に、一定程度強く注意をすることや、教育・研究機関としての業務の内容や性質等に照らし

て重大な問題行動を行った者に対して、一定程度強く注意をすることは、ハラスメントにあ

たりません。 

 

３．人間関係からの切り離し（隔離・仲間外し・無視） 

① 自身の意に沿わない者に対して、仕事を外し、長期間にわたり別室に隔離したり、自宅研修

をさせたりすること 

② 一人に対して同僚が集団で無視をし、職場で孤立させること 

 

※ ただし、新規採用の者を育成するために短期間集中的に別室で研修等の教育を実施したり、

懲戒規程にもとづき処分を受けた者に対し、通常の業務に復帰させるために、その前に、 

  一時的に別室で必要な研修を受けさせたりすることは、ハラスメントにあたりません。 

 

４．過大な要求（業務上明らかに不要なことや遂行不可能なことの強制・仕事の妨害） 

① 長期間にわたる、肉体的苦痛を伴う過酷な環境下での勤務に直接関係のない作業を命ずる 

  こと 

② 新卒採用者に対し、必要な教育を行わないまま到底対応できないレベルの業績目標を課し、

達成できなかったことに対して厳しく叱責すること 

③ 業務とは関係のない私的な雑用の処理を強制的に行わせること 

④ 夜間や休日に業務や課題の遂行を強要すること 

 

※ ただし、人材育成のために現状よりも少し高いレベルの業務を任せることや、業務の繁忙期

に、業務上の必要性から、当該業務の担当者に通常時よりも一定程度多い業務の処理を任せ

ることは、ハラスメントにあたりません。 

 

５．過小な要求（業務上の合理性なく能力や経験とかけ離れた程度の低い仕事を命じることや仕事を与

えないこと） 

① 退職させるため、誰でも遂行可能な業務を行わせること 
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② 気にいらない者に対して嫌がらせのために仕事を与えないこと 

 

※ ただし、その者の能力や状況に応じて、一定程度業務内容や業務の負担を軽減することは、

ハラスメントにあたりません。 

 

６．個の侵害（私的なことに過度に立ち入ること） 

① 職場外でも継続的に監視したり、私物の写真撮影をしたりすること 

② 性的指向・性自認や病歴、不妊治療歴等の機微な個人情報について、本人の了解を得ずに他

の者に暴露すること 

 

※ ただし、障害のある学生等への合理的配慮を目的として、その家族の状況等についてヒアリ

ングを行うことや、本人の了解を得て、その性的指向・性自認や病歴、不妊治療歴等の機微

な個人情報について必要な範囲で人事部門の担当者に伝達し、配慮を促すことは、ハラスメ

ントにあたりません。 

 

 

■ 妊娠・出産・育児休業等に関するハラスメントとなりうる言動例 

 

１．制度等の利用への嫌がらせ型 

① 妊婦検診のために休暇を取得したいと相談した学生等や教職員等に、上司等が「病院は休みの

日に行くものだ」などと言い、相談にのらないこと 

② ｢産休・育休は認めない」、「もう来なくていいから退職届（退学届）を書きなさい」と発言す

ること 

③ ｢就職したばかりなのに妊娠して、産休・育休を取るなんて図々しい」と発言すること 

④ 育児時間を取得している女性学生等や教職員等に対し、同僚が「あなたが早く帰るせいでまわ

りの人は仕事が増え、迷惑している」と発言すること 

 

２．状態への嫌がらせ型 

① 妊娠を伝えた学生等や教職員等に対し、「次の契約更新はしない」「他の人を雇うので早めにや

めて欲しい」「退学（休学）しなさい」と発言すること 

② 切迫流産で入院した学生等や教職員等に、「もう来なくていいから退職届を書け」と発言する

こと 

③ 妊娠したことを伝えた研究者に対して、指導教員が「子どもを取るか、研究を取るかどっちか

にしろ」と発言すること 

④ つわりがひどくて大学を休んだ学生に対して、指導教員が「学業に専念できないなら大学をや

めてしまえ」と発言すること 

⑤ ｢大きなおなかでうろうろするな」、「目障り」、「迷惑」等の発言を行うこと 

⑥ 育児休業を申し出た男性の教職員に対して、上司が「男が育休を取るなんてありえん」等の発

言を行うこと 

⑦ 育児休業を申し出た男性の教職員に対して、同僚が「お前が休みを取るせいでまわりの人は仕

事が増え、迷惑している」と発言すること 

 

 

■ レイシャル・ハラスメントとなりうる言動例 

 

① 特定の国籍、人種、民族に属する人に対する偏見や、国籍、人種、民族を理由に嫌がらせや 

  不当な扱いを行うこと 
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② 教員が授業中、授業のテーマとは関係なく特定の国民、人種、民族に対する不当な差別的言動

を行うこと 

③ 留学生の文化的背景を無視して、日本人と同じ基準で振舞うよう強要すること 

④ 特定の国民、人種、民族をからかうジョークを日常的に話すこと 

⑤ 授業、課外活動、職場において特定の国民、人種、民族を侮蔑する表現を用いること 

 

 

■その他ハラスメントとなりうる言動例 

 

① ｢おじさん」、「おばさん」、「じじい」、「ばばあ」 

② ｢僕」、「坊や」、「お嬢さん」 

③ ｢デブ」、「ブス」、「ブサイク」、「ハゲ」 

④ ｢ばか」、「無能」 

⑤ ｢〇〇障害」 

 

※ 上記の言動のなかには、ごく親しい間柄の人に対して軽い気持ちで発せられるものもありま

すが、そうした言動も、行為者の意図や状況等によってはハラスメントとなりえますので、注

意が必要です。 
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研究部における科研費申請支援について 
科研費申請本部事務局 

 
研究部では、教職員の皆様に科学研究費助成事業（以下、科研費）を獲得していただく

ために様々な申請支援メニューを用意しています。 
詳細については下記の HP をご確認ください。 

 
 立命館大学 研究部 科学研究費助成事業 HP 

こちらの HP に科研費申請に関する情報を掲載しております。種目ごとの公募情報や学内
締切、各種セミナーや映像コンテンツ等、申請に役立つ様々な情報を更新しておりますの
で、ぜひご覧ください。 
 
立命館大学 研究部 科学研究費助成事業 (ritsumei.ac.jp)  
 
 
 

 各キャンパスのお問い合わせ先 
科研費の申請については以下の窓口にご相談ください。 
 
・衣笠・朱雀キャンパス所属 
衣笠リサーチオフィス（修学館２F） 
電話：075-465-8224 
メール：shinseik@st.ritsumei.ac.jp 
 
・びわこ・くさつキャンパス所属 
BKC リサーチオフィス（防災リサーチセンター3 階） 
電話：077-561-2631 
メール：b-kaken@st.ritsumei.ac.jp 
 
・大阪いばらきキャンパス所属 
OIC リサーチオフィス（A 棟 8 階 Co-Lab.） 
電話：072-665-2570 
メール：o-kaken1@st.ritsumei.ac.jp 

資料 9
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